
2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

（1）地域自殺実態プロファイルの作
成

厚生労働省

（2）地域自殺対策の政策パッケージ
の作成

厚生労働省

（3）地域自殺対策計画の策定等の
支援

厚生労働省

（4）地域自殺対策計画策定ガイドラ
インの策定

厚生労働省

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

1　地域レベルの実践的な取組への支援を強化する取組

○2017・2018年度に全都道府県・市区町村に対し、自治
体毎の地域自殺実態プロファイルを提供。
○2017年度に全都道府県・市区町村に対し、政策パッ
ケージ（A4版357頁）を提供。2018年度は自殺対策の先
進209事例をデータベース化し公開した。
○自殺対策推進室HPに11自治体のモデル事例を掲
載。また成果は計画策定ガイドラインにも反映している。
○2018年度中に、同ガイドラインをふまえた全国市町村
自殺対策計画策定研修会（1回）とウェブ研修会（2回）を
実施し、ガイドラインの周知を図った。ガイドラインの周
知は都道府県の地域自殺対策推進センターが開催する
研修会等でも紹介、活用された。

○地域自殺実態プロファイルについては、2018年度に
計画策定実施市区町村の88.2%が実態分析に利用と回
答（12月末）となるなど、地域自殺対策計画の策定に有
効に活用された。

○地方公共団体における計画の策定状況については、
2019年度明けに改めて確認予定。

○自殺対策について基礎自治体のトップの理解を深め
るための「トップセミナー」について、平成30年までに全
都道府県での実施を達成。セミナー後のアンケートで、
出席した首長等の殆どが「自殺対策についての理解が
深まった」旨回答。

○地域自殺実施プロファイル更新等による最新情報の
提供、政策パッケージ等の活用など、引き続き、地域レ
ベルでの実践的な取組を推進する。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

○引き続き、計画策定、見直し、実施等、地域自殺対策
計画に基づく取組を推進する。

【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

○地域でのPDCAを徹底するため、地域自殺対策計画
の確認シートを活用するほか、政策評価・改善データ
ベースを整備し、地域における優良事例の収集等を行
い、全国レベルでの自殺対策の底上げを図る。

○地域自殺対策推進センターが管内市町村のマネージ
メントを行うため、国及び自殺対策推進センターが必要
な支援を行う予定。

○自殺総合対策推進センターでは、地方公共団体の地域
自殺対策計画の策定を支援するため、
①既存の統計を活用して、各地方公共団体の自殺の実
態を分析した地域自殺実態プロファイルを作成し、地方公
共団体へ提供。
②自殺対策の先進的事例を集成した政策集である政策
パッケージを作成し、地方公共団体へ提供。
③自殺対策計画策定のためのモデル事業を14自治体で
実施し、モデル事例を集積。

○国では、地方公共団体の地域自殺対策計画の策定を
支援するため、地域自殺対策計画策定の手引を作成し、
地方公共団体へ提供。策定にかかる経費を交付金により
支援。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円、地域自殺対策強化交付金　2,599,724千
円の内数】

資料５
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資料５

（5）地域自殺対策推進センターへの
支援

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、管内の市区町村地域
自殺対策計画の策定・進捗管理・検証等の支援を行う地
域自殺対策推進センター職員への人材養成研修等へ講
師派遣などの支援を実施。

○地域自殺対策推進センターの運営費への支援を実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円、地域自殺対策推進センター運営事業費
213,957千円】

2017・2018年度に地域自殺対策推進センター等連絡会
議を各2回開催し、地域自殺対策推進センター職員の資
質の向上を図った。

○地域自殺対策推進センターは、67都道府県・政令指
定都市のうち、65箇所で設置済み。2019年度当初に
は、全67箇所設置の見込み。

○市町村のPDCAサイクルを徹底するため、:現地での
指導・支援など自殺総合対策推進センターから地域自
殺対策推進センターへの支援を強化する。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費　213,931千円】

（6）自殺対策の専任職員の配置・専
任部署の設置の促進

厚生労働省

○市町村において、自殺対策の専任職員が配置されるよ
うに会議等でその必要性を説明するなどの働きかけを実
施。

今年度計画策定に1639市町村に延べ3796人が関わっ
ている。（自治体における自殺対策の施策の実施状況
調査報告書（平成29年度）では、専任（常勤）相当職員
（、週４日以上勤務、かつ業務の４分の３以上が自殺対
策に関連する者）がいたのは138市町村）。

○引き続き、市町村において、自殺対策の専任職員が
配置されるように会議等でその必要性を説明するなどの
働きかけを実施予定。
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厚生労働省

○平成29年度自殺予防週間（平成29年9月10日～16日）
及び平成29年度自殺対策強化月間（平成30年3月）にお
いて、
　①関係省庁、地方自治体等に啓発 事業の実施を呼び
かけ。
　②支援情報検索サイトによる相談 会等の情報提供を実
施。
　③新聞・インターネット・ 鉄道広告等の様々な媒体で啓
発活動
を実施。
○若者一般を対象としたSNS相談事業等を実施。
○2019年3月の月間では、新たに、YouTube動画の広告
の活用や、鉄道会社と連携したADトレインやデジタルサイ
ネージでの広報ポスター掲示等を実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　57,051
千円、地域自殺対策強化交付金　2,599,724千円の内数】

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、ポス
ター約19万枚を地方自治体、医師会、薬剤師会、鉄道
会社などに発送。
○インターネット広告では、バナー広告によるＳＮＳ相談
及び電話相談などの窓口情報へ誘導を実施。
○2019年3月の自殺対策強化月間では、
　①ＪＲ東日本の協力のもと、改札前の運行情報掲載テ
レビなどのデジタルサイネージ及びADトレインを活用し
た広報を実施。
　②YouTube動画などのインターネット広告、ポスター及
び相談先などの認知度など広報効果について、2000人
を対象に調査を実施し、数値目標に対する現状を把握
などを実施。

（数値目標）
自殺予防週間や自殺対策強化月間について、国民の
約３人に２人以上が聞いたことがあるようにすることを目
指す。

（実績）
３８％（10/31～11/20第２回厚生労働行政モニターアン
ケート）

○これまでの週間・月間の実施状況を踏まえながら、効
果的な相談・啓発事業等を展開。
○2019年度自殺予防週間にかかる広報の前倒し実施を
検討。（児童生徒の夏休み明けの自殺防止と連動）

【2019年度予算案：自殺総合対策啓発推進経費　64,219
千円】

関係省庁

2　国民一人ひとりの気づきと見守りを促す取組

（1）自殺予防週間と自殺対策強化月
間の実施
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○道徳の抜本的改善・充実支援事業において、平成30
年度は64の団体の取組を支援。
○「私たちの道徳」を全国の小中学生に配布（小学校に
ついては、平成30年度より検定教科書配布に伴い、「私
たちの道徳」の配布は終了）。
○児童生徒の心と体を守る啓発教材を、2017年度は小
学校５年生、中学校１年生、高等学校１年生が在籍する
学校に対し、各校45冊を上限に配布、2018年度は電子
媒体による配布とし、その活用を促した。
○児童生徒の自殺の実態分析結果の周知を図ったほ
か、調査研究結果の施策への反映を通じて、児童生徒
の自殺予防に向けた取組を推進した。
○ニッポン一億総活躍プラン等において平成31年度ま
でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約
1万人）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
7,500人配置するための予算を計上。
○ニッポン一億総活躍プラン等において、平成31年度ま
でにスクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500
校）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
26,700校配置するための予算を計上。
○本事業を活用し、小・中・高等学校等において学校教
育活動における2泊3日以上の宿泊体験活動を推進し
た。
○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、
子どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向け
て、保護者、教職員及び児童生徒を対象とした啓発講
座2017年度実績：2,309件の実施、約39万人が参加
○ＰＴＡと連携したネット利用に関する保護者向けシンポ
ジウムの開催（2017年度：10か所）や地域における先進
的な取組事例を支援（2017年度：5か所）
○児童生徒向けの啓発資料を31年2月に全小学6年生
全員と全小中高等学校に配布することができ、啓発が
図られた。
○高等学校学習指導要領（平成30年告示）解説　保健
体育編　体育編（平成30年7月）に、精神疾患の予防と
回復に関する内容を記載。

○都道府県における特色ある道徳教育の取組を支援し
たり、小学校及び中学校の「特別の教科　道徳」（道徳
科）の教科書を無償給与したりするため、道徳教育の抜
本的改善・充実（4218百万円）を予算要求中。
○児童生徒の心と体を守る啓発教材の作成【321千円】
を実施予定。
○引き続き、児童生徒の自殺について、その特徴や傾
向等の分析を行う。また、自殺予防に対する効果的な取
組に関する調査研究【167百万円の内数】を実施予定。
○児童生徒の困難・ストレスへの対処方法等を身につ
けさせるため、スクールカウンセラー等を活用した教育
プログラムの実施を支援する予定。また、平成31年度目
標の達成に向け、スクールカウンセラー等活用事業
【6,885百万円の内数】を計上。
○健全育成のための体験活動推進事業【150百万円】を
予算要求中。
○青少年を取り巻く有害環境対策の推進【38百万円】を
予算措置予定。
○新たな課題にも対応できるよう有識者の意見を得な
がら、情報モラル教育の推進に係る教師用指導資料の
改善や児童生徒向けの啓発資料を作成・配布予定。
（情報モラル教育推進事業 31百万円の内数）
○新高等学校学習指導要領の内容の周知・徹底を図
る。

（2）児童生徒の自殺対策に資する教
育の実施

文部科学省

○生命を尊重することの大切さや、いじめの問題等に正
面から向き合うような題材等を盛り込んだ「私たちの道徳」
を平成29年度用として全国の小・中学生に配布。
○都道府県等における特色ある道徳教育の取組を支援。
○児童生徒の心と体を守る啓発教材を配布。
○児童生徒の自殺について、その特徴や傾向等を分析
するとともに、児童生徒の自殺予防の在り方に関する調
査研究【190百万円の内数】を実施。
○児童生徒の困難・ストレスへの対処方法等を身につけ
させるため、スクールカウンセラー等を活用した教育プロ
グラムの実施を支援。【6,360百万円の内数】
○「健全育成のための体験活動推進事業」において、児
童生徒の健全育成を目的として宿泊を伴う体験活動を実
施する学校等の取組を支援。
○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子
どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向けて、保
護者、教職員及び児童生徒を対象とした啓発講座を実
施。
○インターネット上の有害環境から青少年を守るため、保
護者と青少年に直接働きかける啓発と教育活動を実施。
○有識者の意見を得ながら、情報モラル教育の推進に係
る教師用指導資料の改善や児童生徒向けの啓発資料を
作成・配布。【20百万円の内数】
○高等学校学習指導要領の改訂に伴い、同解説保健体
育編において、精神疾患の予防と回復に関する内容を記
載。
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内閣府

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普
及啓発資料の作成・公開やフォーラムの開催等を通じて、
普及啓発活動を実施。
【平成30年度予算】
　・青少年の非行・被害防止のための啓発経費
　　3,028千円
　・青少年インターネット利用環境整備に係る
　地方連携体制支援事業　5,919千円

〇平成29年12月「ネットの危険からお子様を守るために
今、保護者ができること」と題した保護者向け普及啓発
リーフレットを作成し、公立小・中・高を始め、都道府県
教育委員会等に約８万部を配布するとともに、内閣府の
ホームページに公開。
〇平成31年１月、「スマホ時代の子育て」と題した、低年
齢層の子供の保護者向け普及啓発リーフレットを作成
し、都道府県教育委員会や青少年関係部局等に約５万
部を配布するとともに、内閣府のホームページに公開。
〇平成30年10、11月において「青少年のインターネット
利用環境づくりフォーラム」を神奈川県、群馬県、香川
県で開催し、３会場で約600人が参加。

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、
普及啓発資料の作成・公開やフォーラムの開催等を通
じて、普及啓発活動を実施予定。
【平成31年度予算案】
　・青少年の非行・被害防止のための啓発経費
　　3,028千円
　・青少年インターネット利用環境整備に係る
　地方連携体制支援事業　5,695千円

総務省

○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子
どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向けて、保
護者・教職員及び児童生徒を対象とした啓発講座を実
施。

○2018年度は、2018年４月から2019年１月までの間、
2,314件実施。

○引き続き、総務省、文部科学省、通信関係団体等が
連携し、子どもたちのインターネットの安心・安全な利用
に向けて、保護者、教職員、児童生徒等を対象とした啓
発講座を実施。
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○平成29年度自殺予防週間（平成29年9月10日～16日）
及び平成29年度自殺対策強化月間（平成30年3月）にお
いて、インターネット等を活用した啓発事業を実施。

○ゲートキーパー養成研修の各地域での実施を支援

【2018年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　57,051
千円、地域自殺対策強化交付金　2,599,724千円の内数】

○自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、
　・ポスターを掲示し、ゲートキーパーの役割を示す
　・インターネット広告において、絵本及び漫画を活用
し、相談を受けた際の声のかけ方
などを周知。

○2020年度自殺予防週間（2019年9月10日～16日）及
び自殺対策強化月間（2020年3月）において、インター
ネット等を活用した啓発事業を実施。

○引き続きゲートキーパー養成研修の各地域での実施
を支援

【2019年度予算案：自殺総合対策啓発推進経費　64,219
千円、地域自殺対策強化交付金　2,625,761千円の内
数】

法務省

【2018年度予算額：3,406,992千円の内数】

○法務省の人権擁護機関では、「性的指向を理由とする
偏見や差別をなくそう」及び「性自認を理由とする偏見や
差別をなくそう」を強調事項として掲げ、啓発リーフレット
の配布や特設サイトの開設等の各種啓発活動を実施（平
成29年度パンフレット等配布数4，430，919の内数）。

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、性的指向や性自
認に関する効果的な啓発活動を実施することができた
ものと考える。

【2019年度予算案（額）：3,486,099千円の内数】

○法務省の人権擁護機関では、「性的指向を理由とす
る偏見や差別をなくそう」及び「性自認を理由とする偏見
や差別をなくそう」を強調事項として掲げ、各種啓発活動
を実施予定。

（4）うつ病についての普及啓発の推
進

厚生労働省

○精神保健福祉に関する正しい知識を普及するため「精
神保健福祉全国大会」を開催。
○厚生労働省Web サイト内の「みんなのメンタルヘルス総
合サイト」、「こころもメンテしよう」において、うつ病を含む
精神疾患の正しい理解と治療や生活に役立つ情報、若者
向けに心の不調への対処法等を紹介。

○精神保健福祉に関する正しい知識を普及するため
「精神保健福祉全国大会」を開催。
○厚生労働省Web サイト内の「みんなのメンタルヘルス
総合サイト」、「こころもメンテしよう」において、うつ病を
含む精神疾患の正しい理解と治療や生活に役立つ情
報、若者向けに心の不調への対処法等を紹介。

○引き続き、精神保健福祉に関する正しい知識を普及
するため「精神保健福祉全国大会」を開催。【平成31年
度予算案（額）：3,625千円】
○引き続き、厚生労働省Web サイト内の「みんなのメン
タルヘルス総合サイト」、「こころもメンテしよう」におい
て、うつ病を含む精神疾患の正しい理解と治療や生活
に役立つ情報、若者向けに心の不調への対処法等を紹
介。

（3）自殺や自殺関連事象等に関する
正しい知識の普及
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（1）自殺の実態や自殺対策の実施
状況等に関する調査研究及び検証

厚生労働省

○実践的な自殺対策につながる研究を促進するために、
革新的自殺研究推進プログラムを開始。
○2017年度「自治体における自殺対策の施策の実施状
況調査」、2018年度「地域自殺対策計画作成状況調査」を
実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

　革新的自殺研究推進プログラムにおいて「領域１：社
会経済的な要因に着目した研究」「領域２：行政施策の
企画立案及び効率的な推進のための研究」「領域３：公
衆衛生学的アプローチによる研究」の３領域12研究課題
の公募研究を実施した。
　2018年度、全国で1237市区町村が自殺対策計画の策
定、もしくは市町村自殺対策計画策定の手引に即した
自殺対策計画の見直しを実施していることが示された。

○革新的自殺研究推進プログラムを実施し、またその
成果の活用状況に関する検証を行う。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（2）調査研究及び検証による成果の
活用

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターのWebサイト「いのち支え
る」や、「自殺総合政策研究」の発刊、同センターが行う研
修における紹介等を通じて、自殺総合対策に関する調査
研究等成果の活用を促進。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○2019年2月に、新たに、研究成果の紹介とその社会的
還元について自治体関係者も交え意見交換を行う、「自
殺対策推進レアール」を開催。

○引き続き、調査研究等の成果のわかりやすい発信に
努め、活用が図られるよう取り組む。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（3）先進的な取組に関する情報の収
集、整理及び提供

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターは、地域自殺対策政策パッ
ケージとして、先進事例を紹介。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○自殺総合対策推進センターにおいて、2017年度に全
都道府県・市区町村に対し、政策パッケージ（A4版357
頁）を提供。2018年度は自殺対策の先進209事例をデー
タベース化し公開した。
〇88.2%の市町村が重点施策の検討に政策パッケージ
を参考にした（プロファイルを88.2%が利用しており、プロ
ファイルで推奨される重点パッケージを指摘しているこ
とから）

○地域自殺対策政策パッケージの活用を推進するとと
もに、先進的事例データベースを作成しウェブ等で紹介
する予定。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

3　自殺総合対策の推進に資する調査研究等を推進する取組
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

文部科学省

○児童生徒の自殺について、その特徴や傾向等を分析
するとともに、児童生徒の自殺予防の在り方に関する調
査研究【190百万円の内数】を実施。

○児童生徒の自殺の実態分析結果の周知を図ったほ
か、調査研究結果の施策への反映を通じて、児童生徒
の自殺予防に向けた取組を推進した。

○引き続き、児童生徒の自殺について、その特徴や傾
向等の分析を行う。また、自殺予防に対する効果的な取
組に関する調査研究【167百万円の内数】を実施予定。

厚生労働省

○平成30年度若者に向けた効果的な自殺対策推進事業
（実践的調査研究事業）を実施。

【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金
　2,599,724千円の内数】

○実践的調査研究事業において、有識者を集めた検討
会を実施するとともに、若者の居場所に関するヒアリン
グ等を実施中。

○実践的調査研究事業のとりまとめ結果を踏まえ、若
者の居場所の整備等を検討する。

○平成31年度予算案において、居場所づくりのモデル
事業を市町村で実施予定。モデル事業の取組を踏まえ
て、全国的な展開を検討する。

【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

内閣府

○地方公共団体に対し、地方の状況に応じた死因究明・
身元確認に関する施策の検討を目的とした、関係機関・
団体等（知事部局、都道府県警察、都道府県医師会、都
道府県歯科医師会、大学等）が協議する場として死因究
明等推進協議会の設置・活用を求めた。

○左記の取組を推進した結果、過去２年間で新たに13
の府県で死因究明等推進協議会が設置され、平成31年
３月末時点において、37の都道府県において協議会が
設置済となった。

○引き続き、地方公共団体に対し、地方の状況に応じた
死因究明・身元確認に関する施策の検討を目的とした、
関係機関・団体等（知事部局、都道府県警察、都道府県
医師会、都道府県歯科医師会、大学等）が協議する場と
して死因究明等推進協議会の設置・活用を求めていく。

厚生労働省

○厚生労働省において、検案する医師の技術向上を図る
ため、医師を対象に専門的な死体検案研修を実施してい
る。

○厚生労働省において、検案する医師の技術向上を図
るため、医師を対象に専門的な死体検案研修を実施し
た。

○引き続き、2020年度においても同様の研修を実施予
定

厚生労働省

○子どもの死亡事例に関する医療分野における情報収
集の方法等について、平成28年度から3ヵ年の調査研究
を実施。
○また、平成29年10月に関係部局による省内プロジェクト
チームを立ち上げ、課題の整理等を行っている。

○子どもの死亡事例に関する医療分野における情報収
集の方法等について、平成28年度から3ヵ年の先行研
究を踏まえ、子どもの死を防ぐための研究の開始。
○省内プロジェクトチームの活動を継続。

（6）うつ病等の精神疾患の病態解
明、治療法の開発及び地域の継続
的ケアシステムの開発につながる学
際的研究

厚生労働省

○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障害対策研究分
野」において必要な研究を実施。

○厚生労働科学研究費補助金「疾病・障害対策研究分
野」において研究を実施中。

○うつ病等の精神障害に関する地域の継続的ケアシス
テムの開発につながる学際的研究の成果をまとめる予
定。

（4）子ども・若者の自殺等について
の調査

（5）死因究明制度との連動における
自殺の実態解明
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

警察庁

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都道府県別）を速
報値・暫定値として公表。
○自殺統計原票データを厚生労働省へ提供。
○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生労
働省へ提供。
○「平成29年中における自殺の状況」を厚生労働省と共
同で公表（平成30年3月）。

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都道府県別）を
速報値・暫定値として公表。
○自殺統計原票データを厚生労働省へ提供。
○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生
労働省へ提供。

○毎月の自殺者数（総数、男女別及び都道府県別）を
速報値・暫定値として公表。
○自殺統計原票データを厚生労働省へ提供。
○東日本大震災に関連する自殺者に係るデータを厚生
労働省へ提供。
○「平成31年中における自殺の状況」を厚生労働省と共
同で公表予定（平成32年3月）。

総務省

消防庁が現在保有している自損行為による出動件数と
搬送人員のデータを提供可能。
（救急業務に関する調査の統計処理業務費として、
5,876千円を要求中（当該業務において、自損行為によ
る出動件数と搬送人員のデータも統計処理を行ってい
る。）。）

厚生労働省

○毎月、都道府県別及び市区町村別（自殺者の生前の
住居地及び発見地）等の自殺統計データについて警察庁
から提供を受け、「地域における自殺の基礎資料」の作
成・公表。
○平成31年２月に警察庁から提供を受けた30年中の確
定値データを基に、31年３月に「平成30年中における自殺
の状況」を作成、警察庁と共同で公表予定。

「地域における自殺の基礎資料」については、毎月作成
し、公表をした。
「平成30年中における自殺の状況」は、31年３月に警察
庁と共同で公表予定。

○引き続き、毎月の「地域における自殺の基礎資料」の
作成・公表を実施。また、警察庁と共同で「2019年中に
おける自殺の状況」の公表を実施。

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、公表されている各種
の統計資料等を地方公共団体ごとに整理し、地域自殺実
態プロファイルとして提供。
○自殺総合対策推進センターでは、総合的な自殺対策に
資するための既存統計資料の利活用の先駆的モデルを
開発。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

2017・2018年度に全都道府県・市区町村に対し、自治体
毎の地域自殺実態プロファイルを提供し、地域自殺対
策計画の策定に活用されている。（2018年度に計画策
定実施市区町村の88.2%が実態分析に利用と回答（12
月末））

○地域自殺実態プロファイル等の活用状況により、地域
自殺実態プロファイルの改善を図る予定。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（7）既存資料の利活用の推進
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

文部科学省

○「医学教育モデル・コア・カリキュラム」を平成29年3月に
改訂し、自殺対策に関連した学修目標の内容や項目を充
実するとともに、平成30年度からの運用に向けて、医学部
関係者が集まる会議等において、自殺対策に関連した教
育の充実について周知・要請。
○平成29年度に新たに策定・公表した「看護学教育モデ
ル・コア・カリキュラム」において、自殺対策に関連した学
修目標の内容や項目を明示するとともに、関係者が集ま
る会議等において自殺対策に関連した教育の充実につい
て周知・要請。

○関係者が集まる会議等の機会を捉えて、各大学に対
して、「医学教育モデル・コア・カリキュラム」及び「看護
学教育モデル・コア・カリキュラム」等を踏まえた自殺対
策に関連した教育の充実について周知・要請を行うこと
ができた。

○引き続き、「医学教育モデル・コア・カリキュラム」及び
「看護学教育モデル・コア・カリキュラム」等を踏まえ、関
係者が集まる会議等において、各大学における自殺対
策に関連した教育の充実について周知・要請を行う。

厚生労働省

○自殺対策や自殺のリスク要因に対応できる人材の育成
のために、例えば保健師等の国家試験出題基準におい
て「自殺対策」の項目を盛り込んだ。

○「自殺対策」の項目を盛り込んだ看護師、保健師の国
家試験出題基準を用いて国家試験を実施した。

○引き続き、「自殺対策」を含む保健師、看護師の国家
試験出題基準を国家試験に適用して実施予定。

厚生労働省

○精神保健福祉士においては、大学又は養成施設等が
策定する精神障害者の保健及び福祉に関する科目のう
ち、精神保健福祉援助演習（専門）分野の一つとして自殺
対策を取り入れており、自殺対策教育の推進を図ってい
る。

○精神保健福祉士においては、大学又は養成施設等
が策定する精神障害者の保健及び福祉に関する科目
のうち、精神保健福祉援助演習（専門）分野の一つとし
て自殺対策を取り入れており、自殺対策教育の推進を
図っている。

○引き続き、精神保健福祉士においては、大学又は養
成施設等が策定する精神障害者の保健及び福祉に関
する科目のうち、精神保健福祉援助演習（専門）分野の
一つとして自殺対策を取り入れることで自殺対策教育の
推進を図っていく。

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、革新的自殺研究推進
プログラムにおいて、委託研究により大学における自殺
対策教育のための資材を開発。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○心理的負担の強い患者との面接法（寄り添い、傾聴、
サポート）と自殺企図者への対応を、学生がロールプレ
イを通じて習得することを目標とするアクティブ・ラーニ
ングのためのトリガービデオを作成。医学科学生を対象
に試行的にこのカリキュラムを実施し、習得すべき目標
が達成しうることを確認。

○引き続き、革新的自殺研究推進プログラムにおいて、
大学医学部、看護学部、薬学部等における自殺対策教
育、人材育成のための資材開発等を行う。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

4　自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上を図る取組

（1）大学や専修学校等と連携した自
殺対策教育の推進
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（2）自殺対策の連携調整を担う人材
の養成

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、「地域自殺対策推進
センター等連絡会議」（各年度2回）及び「地域自殺対策推
進センター研修」、「生きることの包括的支援研修」（3回）
を実施。「生きることの包括的支援研修」については自治
体担当者を対象としたオンデマンド配信も行っている。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○「地域自殺対策推進センター研修」、「生きることの包
括的支援研修」をすべての自治体担当者がいつでも閲
覧可能なオンデマンド配信システムを構築したことで、
遠隔地等の研修に参加しにくい関係者が容易に最新の
自殺対策に関する情報共有をすることが可能になり、関
係者から高い評価を得た。

○引き続き、「地域自殺対策推進センター等連絡会議」
及び「生きるための包括的支援研修」等を実施。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（3）かかりつけの医師等の自殺リス
ク評価及び対応技術等に関する資
質の向上

厚生労働省

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力
の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研
修」を実施。

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力
の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上
研修」を実施。

○引き続き、精神科を専門としない医師等に対し、うつ
病診断能力の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康
対応力向上研修」を実施。

（4）教職員に対する普及啓発等 文部科学省

○「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の自殺が起きたと
きの背景調査の指針（改訂版）」及び「子供の自殺等の実
態分析」について各種会議等を通じて教育委員会・学校
等に周知。
○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等
の管理職を対象に、全国10ブロックで児童生徒の自殺予
防に関する普及啓発協議会を開催。
○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指導
主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議
会」において、「性同一性障害に係る児童生徒に対するき
め細かな対応の実施等について」通知及び通知を踏まえ
た教職員向け周知資料の趣旨の徹底を図った。（2017年
度参加者72名、2018年度参加者71名）
○大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等
の様々な機会を通じて、学生の自殺防止に対する指導の
充実についての理解啓発を図るとともに、独立行政法人
日本学生支援機構において、大学等の教職員に対し、自
殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正しい知
識の習得と理解を促進する取組を実施。
○専修学校関係者を対象とした会議等で、自殺対策基本
法の趣旨等について周知を行い、専修学校における自殺
対策教育の推進を図るとともに、「自殺予防週間」の実施
について周知を行った。

○毎年度２回開催している、生徒指導担当者向け会議
等において、左記の資料について、各教育委員会等の
生徒指導担当者等に対して周知を図った。
○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等
の管理職を対象に、全国10ブロックで、児童生徒の自殺
予防に関する普及啓発協議会を開催し、各教育委員
会・学校における児童生徒の自殺予防への関心を高め
るとともに、自殺予防に必要な基礎的知識の習得と理
解を図った。
○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指
導主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協
議会」を毎年度開催し、2017・2018年度においては、参
加者143名（延べ人数）に趣旨の徹底を図っている。
○大学の学生支援担当の教職員が集まる各ブロックで
開催される会議等において、学生の自殺防止に対する
指導の充実について理解啓発を図っている。また、独立
行政法人日本学生支援機構において、大学等の教職
員に対し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関
する正しい知識の習得と理解を促進するセミナーを実施
し、2017年度は212名、2018年度は240名が参加してお
り、普及啓発の取組を行っている。

○「子供に伝えたい自殺予防」、「子供の自殺が起きたと
きの背景調査の指針（改訂版）」及び「子供の自殺等の
実態分析」について各種会議等を通じて教育委員会・学
校等に周知予定。
○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等
の管理職を対象に、全国10ブロックで児童生徒の自殺
予防に関する普及啓発協議会を開催予定。
○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指
導主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協
議会」において、「性同一性障害に係る児童生徒に対す
るきめ細かな対応の実施等について」通知及び通知を
踏まえた教職員向け周知資料の趣旨の徹底を図る予
定。
○大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等
の様々な機会を通じて、学生の自殺防止に対する指導
の充実についての理解啓発を図るとともに、独立行政法
人日本学生支援機構において、大学等の教職員に対
し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援に関する正
しい知識の習得と理解を促進する取組を実施予定。
○専修学校関係者を対象とした会議等で、自殺対策基
本法の趣旨や「自殺予防週間」の実施について周知を
行う予定。
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、地域自殺対策推
進センターに関わる都道府県・市町村担当者の研修等を
実施。また、地域の自殺未遂者・自死遺族支援に関わる
民学官関係者の資質向上のための研修も実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○地域の自殺未遂者・自死遺族支援に関わる民学官関
係者の資質向上のための研修を実施した。
（平成30年度「生きることの包括的支援研修」の、「生活
困窮者支援及び勤務経営問題（第２回）」、「自殺未遂者
支援及び自死遺族等支援（第３回）」において実施）

○引き続き、地域保健スタッフ等の資質の向上を図る。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

厚生労働省

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業保
健スタッフ等に対する研修等を実施。（2017年度：9,024
件）
【2018年度予算額：4,496百万円の内数】

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業
保健スタッフ等に対する研修を実施。（2017年度：9,024
件）

○全国の産業保健総合支援センター等において、産業
保健スタッフ等に対する研修等を実施。
【2019年度予算案額：4,847百万円の内数】

厚生労働省

○介護支援専門員の資質向上を図るための研修事業を
実施。

○全ての都道府県において、介護支援専門員の資質向
上を図るための研修が実施されている。

○引き続き、介護支援専門員の資質向上を図るための
研修事業を実施予定。

厚生労働省

○社会福祉士の養成課程において日常生活と心の健康
や心理的支援の方法などを、介護福祉士の養成課程に
おいてこころのしくみの理解や老化や認知症に伴うこころ
とからだの変化と日常生活などを学習し、必要な知識及
び技能を修得した社会福祉士及び介護福祉士を養成。
（平成30年3月末時点の社会福祉士登録者数221,251人、
介護福祉士登録者数1,558,897人）

○前年度に比べて、社会福祉士の登録者数は12,990
人、介護福祉士の登録者数は55,323人の増加。

○引き続き、社会福祉士の養成課程において日常生活
と心の健康や心理的支援の方法などを、介護福祉士の
養成課程においてこころのしくみの理解や老化や認知
症に伴うこころとからだの変化と日常生活などを学習す
ることとしている。

（7）民生委員・児童委員等への研修 厚生労働省

○各都道府県、政令指定都市、中核市が実施する、
　①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導力
を習得させるための研修
　②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得さ
せるための研修
　③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び技
術を習得させるための研修
等を支援するための「民生委員・児童委員研修事業」を実
施。

○各都道府県、政令指定都市、中核市が実施する、
　①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導
力を習得させるための研修
　②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得
させるための研修
　③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び
技術を習得させるための研修
等を支援するための「民生委員・児童委員研修事業」を
平成30年度は86自治体で実施。

○各都道府県、政令指定都市、中核市が実施する、
　①単位民生委員・児童委員協議会会長に必要な指導
力を習得させるための研修
　②中堅の民生委員・児童委員に必要な活動力を習得
させるための研修
　③新任の民生委員・児童委員に必要な基礎知識及び
技術を習得させるための研修
等を支援するための「民生委員・児童委員研修事業」を
実施予定。（生活困窮者自立支援制度に係る補助金・
負担金の内数）

（5）地域保健スタッフや産業保健ス
タッフの資質の向上

（6）介護支援専門員等に対する研修
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

金融庁

○自治体の相談員等の資質の向上を図るため、「多重債
務者相談の手引き」の普及に努めた。
○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像
（内閣府作成（「こころのサインに気づいたら」）ゲートキー
パー養成研修用DVD）を利用した研修を実施（平成30年2
月）。

○自治体の相談員等の資質の向上を図るため、「多重
債務者相談の手引き」の普及に努めた。
○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像
（内閣府作成（「こころのサインに気づいたら」）ゲート
キーパー養成研修用DVD）を利用した研修を実施（平成
31年2月）。

○自治体の相談員等の資質の向上を図るため、引き続
き、「多重債務者相談の手引き」の普及に努める。
○金融サービス利用者相談室の相談員に対して、映像
（内閣府作成（「こころのサインに気づいたら」）ゲート
キーパー養成研修用DVD）を利用した研修を実施予定
（平成32年2月）。

消費者庁

○「地方消費者行政推進交付金」等により地方公共団体
が実施する取組に対する支援を実施。【24.0億円の内数】
○独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団
体の消費生活相談員等に対し、多重債務問題に関する
研修を実施した。【32.9億円の内数】
○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存症
に関する相談拠点との具体的な連携方法や相談実施方
法等を整理した対応マニュアルを策定。（2017年度策定、
2018年度改定（予定））

○「地方消費者行政推進交付金」等を活用して、国民生
活センターで開催される多重債務問題やギャンブル等
依存症に関する研修を消費生活相談員が受けられるよ
う支援してきた。（国民生活センターにおける多重債務
問題に関する研修：2017年度2回（受講者113名）、2018
年度2回（受講者数118名））
○多重債務に関する消費生活相談の件数はピーク時
の3割程度まで減少するなど、着実に取組が進んできて
いるが、貸金業者から５件以上無担保無保証借入の残
高がある人数が多数おり、取組を継続する必要がある。
○ギャンブル等依存症が多重債務や自殺等の問題に
密接に関連することを踏まえ、ギャンブル等依存症対策
が、左欄に掲げるとおり、これらの問題に関する施策と
の有機的な連携が図られるよう、配慮される必要があ
る。

○「地方消費者行政強化交付金」を通じ、引き続き地方
公共団体が実施する取組への支援を実施予定。【22.0
億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、
地方公共団体の消費生活相談員等に対し、多重債務問
題などに関する研修を実施予定。【30.5億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおける
ギャンブル等依存症対策を含む研修において、対応マ
ニュアルについて講義。
○引き続き、消費生活相談において、対応マニュアルを
活用。

経済産業省

○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工
会・商工会議所の経営安定特別相談室にて中小企業者
の相談を受ける際には、必要に応じて他の中小企業支援
機関等と連携を図るなど、より一層きめ細かく対応するよ
うに要請。

○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工
会・商工会議所の経営安定特別相談室にて中小企業者
の相談を受ける際には、必要に応じて他の中小企業支
援機関等と連携を図るなど、より一層きめ細かく対応す
るように要請。

○全国商工会連合会、日本商工会議所を通じて各商工
会・商工会議所の経営安定特別相談室にて中小企業者
の相談を受ける際には、必要に応じて他の中小企業支
援機関等と連携を図るなど、より一層きめ細かく対応す
るように要請予定。

（8）社会的要因に関連する相談員の
資質の向上
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○ハローワークの職業相談窓口においては、求職者の抱
えている問題を把握し、これに合致した的確な支援を適時
に実施する等により、一層専門的なサービスを提供するこ
とが必要とされる。このため、各都道府県労働局におい
て、ハローワークの職員に対して、キャリアコンサルティン
グ研修を実施。

○労働大学校及び各労働局においてキャリアコンサル
ティング等の相談技法向上のための研修を実施。

○引き続き、求職者の抱える課題に応じた支援サービ
スを提供するため、ハローワーク職員に対するキャリア
コンサルティング研修を実施予定（2019年度予算案（額）
82,252千円の内数）。

厚生労働省

○自治体の担当職員の資質の向上を図るため、生活保
護担当ケースワーカー全国研修会で、メンタルヘルスに
配慮すべき人への支援について講義を実施（平成29年８
月、平成30年8月)。

○毎年、年に１回開催される、生活保護担当ケースワー
カー全国研修会で、全国の地方自治体のケースワー
カー約300人に対し、メンタルヘルスに配慮すべき人へ
の支援について講義を実施。

○引き続き、生活保護担当ケースワーカーが参加する
研修等の機会を通じて、メンタルヘルスに関する講習を
実施予定。研修実施に関する必要な予算を要求。
(生活困窮者就労準備支援事業費等補助金436億円の
内数)

関係府省庁

警察庁

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関
係する業務に従事する場合には、自殺者の名誉や自殺
者遺族、自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけることの
ないよう、適切な遺族等への対応を実施。

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関
係する業務に従事する場合には、自殺者の名誉や自殺
者遺族、自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけること
のないよう、適切な遺族等への対応を実施。

○警察職員が自殺者、自殺者遺族、自殺未遂者等に関
係する業務に従事する場合には、自殺者の名誉や自殺
者遺族、自殺未遂者等の心情等を不当に傷つけること
のないよう、適切な遺族等への対応を引き続き実施予
定。

総務省

○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよう、
各消防本部や各消防学校での教養訓練を通じて、消防職
員の資質の向上に取り組んだ。

○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよ
う、各消防本部や各消防学校での教養訓練を通じて、
消防職員の資質の向上に取り組んだ。

○消防職員が遺族等に対して適切な対応を図れるよ
う、各消防本部や各消防学校での教養訓練を通じて、
消防職員の資質の向上に取り組む。

厚生労働省

○平成29年度自殺予防週間（平成29年9月10日～16日）
及び平成29年度自殺対策強化月間（平成30年3月）にお
いて、ゲートキーパーとしての役割が期待される団体等に
対して、協力の呼びかけを実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費　57,051
千円】

自殺予防週間及び自殺対策強化月間において、ゲート
キーパーとしての役割が期待される98団体に協力の呼
びかけを実施。

（目標値）
国民の約３人に１人以上がゲートキーパーについて聞
いたことがあるようにする。
（現在値）
３８％（10/31～11/20第２回厚生労働行政モニターアン
ケート）

○2020年度自殺予防週間（2019年9月10日～16日）及
び自殺対策強化月間（2020年3月）において、ゲートキー
パーとしての役割が期待される団体等に対して、協力の
呼びかけを実施予定。

【2019年度予算案：自殺総合対策啓発推進経費　64,219
千円】

関係省庁

（9）遺族等に対応する公的機関の職
員の資質の向上

（10）様々な分野でのゲートキーパ
の養成
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（11）自殺対策従事者への心のケア
の推進

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、相談員自らの心の健
康を維持するための対応方法を盛り込んだ各種研修を実
施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○平成30年12月に実施した第3回「自殺未遂者支援・自
死遺族等支援」において、相談員自らの心の健康を維
持するための必要性についての研修内容を盛り込ん
だ。また、平成31年1月に実施した「平成30年度自殺未
遂者ケア研修（一般救急版、精神科救急版）」におい
て、相談者の心のケアに関する事項についても盛り込
んだ。

○引き続き、相談員自らの心の健康を維持するための
対応方法を盛り込んだ各種研修を実施。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（12）家族や知人等を含めた支援者
への支援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を活用し、自殺等の悩みを
抱える者を支援する家族等に対する支援を実施。

【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数】

○平成30年度実施自治体：22自治体 ○引き続き、地域自殺対策強化交付金を活用し、自殺
等の悩みを抱える者を支援する家族等に対する支援を
実施予定。

【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

（13）研修資材の開発等 厚生労働省

○地域レベルの自殺総合対策を推進するため、自殺総合
対策推進センターが中心になって、地域の自殺総合対策
の類型化された政策パッケージを開発し、研修資材として
活用。
○2018年度に新たな研修実施方法開発の一環として、
「市町村自殺対策計画ウェブ研修会」（2回）の実施と「生
きることの包括的支援研修」（3回）のオンデマンド配信を
開始。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

地域自殺対策推進センター担当者および市町村自殺対
策担当者の研修、資質向上に活用されている。

○引き続き、自殺総合対策推進センターにおいて研修
資材の開発等を行う。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止の
ための対策に関する大綱」に基づき、調査研究等、啓発、
相談体制の整備等、民間団体の活動に対する支援等の
過労死等の防止に関する対策に取り組んだ。(過労死等
防止対策推進シンポジウムの実績（2017年度：43会場
4,802人、2018年度：48会場　5,864人））【2018年度予算：
270,305千円】
○「過労死等の防止のための対策に関する大綱」につい
て、新たに、仕事上のストレス等について職場に事業場外
資源を含めた相談先がある労働者の割合、ストレスチェッ
ク結果の集団分析結果を活用した事業場の割合等に関
する数値目標や労働行政機関等が取り組む対策等を盛
り込むなどの見直しを行った。（2018年7月24日閣議決定）

○「過労死等防止対策推進法」及び変更された「過労死
等の防止のための対策に関する大綱」（以下「過労死大
綱」という）に基づき、労働行政機関等における対策、調
査研究等（※１）、啓発（※２）、相談体制の整備等、民
間団体の活動に対する支援等の過労死等の防止に関
する対策に取り組んできた。
※１　過労死等が多く発生していると指摘のある職種・
業種についての調査研究を実施し、その結果を広く国
民に発信した。※２　過労死等防止対策推進シンポジウ
ムについては、2015年度に策定された旧過労死大綱に
おいて3年を目途に全ての都道府県で開催するとされて
おり、目標となっていた2018年度には全国47都道府県
での開催を実施した。

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止
のための対策に関する大綱」に基づき、引き続き、労働
行政機関等における対策、調査研究等、シンポジウム
等による啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に
対する支援等の過労死等の防止に関する対策に取り組
む。
【2019年度予算案：256,561千円】

厚生労働省

○「労働者の心の健康の保持増進のための指針」の普及
啓発、ストレスチェック制度（H27.12創設）の実施の徹底に
より、事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる普及を
図った。
○全国の産業保健総合支援センター等において、メンタ
ルヘルス対策に係る事業場への訪問支援を実施し、普及
を図った。（2017年度：8,066件）
○全国の産業保健総合支援センターにて、産業保健ス
タッフ等への研修を9,024件（2017年度）実施すると共に、
地域産業保健センターにてメンタルヘルス不調の労働者
に対する個別訪問等を実施。（2017年度：73,549件）
○小規模事業場に対して、ストレスチェックの実施等に対
する助成を実施。（2017年度：1959件）
【2018年度予算額：4,496百万円の内数】
○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」に
て、情報提供や電話相談等を実施。（電話相談：6313件
（2017年度）、メール相談：7,671件（2017年度））
【2018年度予算額：134百万円の内数】

○「労働者の心の健康の保持増進のための指針」の普
及啓発、ストレスチェック制度（H27.12創設）の実施の徹
底により、事業場におけるメンタルヘルス対策の更なる
普及を図った。
○全国の産業保健総合支援センター等において、メンタ
ルヘルス対策に係る事業場への訪問支援を実施し、普
及を図った。（2017年度：8,066件）
○全国の産業保健総合支援センターにて、産業保健ス
タッフ等への研修を9,024件（2017年度）実施すると共
に、地域産業保健センターにてメンタルヘルス不調の労
働者に対する個別訪問等を実施。（2017年度：73,549
件）
○小規模事業場に対して、ストレスチェックの実施等に
対する助成を実施。（2017年度：1959件）
○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
にて情報提供を実施すると共に、電話相談、メール相談
を等を実施。。（電話相談：6313件（2017年度）、メール
相談：7,671件（2017年度））

○「労働者の心の健康の保持増進のための指針」の普
及啓発、ストレスチェック制度（H27.12創設）の実施の徹
底により、事業場におけるメンタルヘルス対策の普及を
図る。
○産業保健総合支援センターにて、事業者や産業保健
スタッフ等への研修等を実施すると共に地域産業保健
センターにおいて、メンタルヘルス不調の労働者に対す
る個別訪問等を実施。
○小規模事業場に対して、ストレスチェックの実施等に
対する助成を実施。
○産業医・産業保健機能の強化を規定した改正労働安
全衛生法を適切に施行（平成31年４月１日施行）。
【2019年度予算案額：4,847百万円の内数】
○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
にて、情報提供や電話相談等を実施。
【2019年度予算案額：145百万円の内数】

5　心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する取組

（1）職場におけるメンタルヘルス対
策の推進
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○事業主に義務付けられているセクシュアルハラスメント
及び妊娠・出産等に関するハラスメントの防止措置の徹
底に取り組んだ。また企業向けセミナーの開催等、パワー
ハラスメントの予防・解決に向けた取組を推進。
【2018年度予算額　509，719千円】

○平成30年度に、セクシュアルハラスメント及び妊娠・
出産等に関するハラスメントの予防に向けた企業向け
セミナーを57回開催した。

○平成30年度に、パワーハラスメントの予防・解決に向
けた企業向けセミナーを59回開催した。

○引き続き、職場におけるハラスメント対策を総合的に
推進する。

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向
けて、「ハラスメント撲滅月間」を設定し、事業主向け説
明会の開催やシンポジウムの開催等による集中的な周
知啓発を実施する。また、引き続き、ポータルサイトやセ
ミナーを通じて、広く国民及び労使への周知・広報や労
使の具体的な取組の促進を図るとともに、メンタルヘル
ス対策に係る指導の際に、パワーハラスメント対策の指
導も行う。さらに、新たに、ハラスメント被害を受けた労
働者からの相談に迅速に対応するため、都道府県労働
局の相談体制を強化するほか、平日の夜間や休日も対
応するフリーダイヤルやメールによる相談窓口を設置す
る。
【2019年度予定額　1,012,076千円】

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、自治体・精神保
健福祉センター職員を対象とした研修を実施するととも
に、関係機関相互間における連携体制を推進。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○自治体・精神保健福祉センター職員を対象とした「生
きることの包括的支援研修」等の実施により資質向上と
関係機関相互間の連携体制の推進を進めた。

○引き続き、自治体・精神保健福祉センター職員を対象
とした「生きることの包括的支援研修」等を実施するとと
もに、関係機関相互間における連携体制を推進。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

文部科学省

○社会教育主事講習等において地域課題を解決するた
めの取組を普及すること等により、公民館等の社会教育
施設における自主的な取組を促進した。
○2017年度は、各地域で取り組んできた地域課題解決の
優れた取組や先進的な実践等において蓄積された様々
な課題解決のノウハウ、プロセス等の成果を活用し、各地
域が共有する課題・問題の解決に向けて協議を行う「地
域力活性化コンファレンス」を全国７箇所で実施した。
　2018年度は、学びによる地域課題解決が持続的に行わ
れるための方策、また、高齢者の社会参画促進のための
ノウハウに関する研究成果や各地域の取組事例等を活
用して研究協議を行う「学びを通じた地方創生コンファレ
ンス全国フォーラム」を開催した。（開催日：平成31年2月
21日　参加者数：63名）【70,676千円の内数】

○学びによる地域力活性化の取組を関係者間で共有す
るとともに、先進的な事例の全国的な普及・啓発を行う
ことができた。

○社会教育主事講習等において地域課題を解決するた
めの取組を普及すること等により、引き続き公民館等の
社会教育施設における自主的な取組を促進する。

○地域の多様な主体との連携・協働により、社会的に孤
立しがちな人々の学びを通じた地域社会への参画を社
会教育担当部署が核となって促進する取組の在り方を
検討する。
「学びを通じた社会参画の推進に関する実証研究事業」
【9百万円】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

国土交通省

○地域住民が集い、憩うことのできる環境の形成を図る
ため、歩いて行ける身近な都市公園の整備等を推進。
【2018年度予算(額)】
国営公園等整備費　8,544百万円の内数
都市公園防災事業費補助　2,737百万円の内数
社会資本整備総合交付金等　2,000,308百万円の内数

○平成28年度末の全国の都市公園等の整備量(ストッ
ク)は、平成27年度末と比較し、一人当たり都市公園等
面積が約10.3㎡/人から約10.4㎡/人に上昇。

○地域住民が集い、憩うことのできる環境の形成を図る
ため、歩いて行ける身近な都市公園の整備等を推進予
定。
【2019年度予算案(額)】
国営公園等整備費　8,544百万円の内数
都市公園防災事業費補助　2,737百万円の内数
社会資本整備総合交付金等　2,188,659百万円の内数

農林水産省

○障害者の就労・雇用、高齢者の生きがいづくりや介護
予防等の目的での農園の整備等、高齢者の生きがい発
揮のための地域住民活動支援促進施設の整備等を支
援。
　福祉農園等の整備　2017年度：41地区
　　　　　　　　　　　　　　2018年度：25地区
　高齢者・女性等地域住民活動・生活支援促進
　機械施設の整備　2017年度：1地区
　　　　　　　　　　 　　2018年度：ー
【2018年度予算額
 農山漁村振興交付金　10,070百万円の内数】

○農山漁村の持つ豊かな自然や「食」を観光、教育、健
康等に活用する地域の手づくり活動や市町村が中心と
なった地域資源を活用した山村の所得の増大を図る取
組を総合的に支援することにより、農山漁村の活性化に
寄与。

○障害者の就労・雇用、高齢者の生きがいづくりや介護
予防等の目的での農園の整備、高齢者の生きがい発揮
のための地域住民活動支援促進施設の整備等を支援
し、農山漁村における雇用の創出等に寄与。

○障害者や生活困窮者の就労・雇用、高齢者の生きが
いづくりや介護予防等の目的での農園の整備等、高齢
者の生きがい発揮のための地域住民活動支援促進施
設の整備等を支援予定。
【2019年度予算案額
 農山漁村振興交付金　9,809百万円の内数】

農林水産省

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のため、特用林産
物（森林から生産される産物のうち、木材以外のきのこ
類、木炭、竹などの総称）の生産基盤の整備等の生産環
境づくりの支援を実施。
　特用林産振興施設等の整備　2017年度：1地区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2018年度：1地区
【2018年度予算額
 林業成長産業化総合対策のうち林業・木材産業
 成長産業化促進対策　12,290百万円の内数】

○特用林産物の生産振興を通じ、山村地域における就
業機会の創出や国産きのこの生産量の維持に貢献。

○山村地域の高齢者の生きがい発揮のため、特用林産
物（森林から生産される産物のうち、木材以外のきのこ
類、木炭、竹などの総称）の生産基盤の整備等の生産
環境づくりの支援を実施予定。
【2019年度予算案
 林業成長産業化総合対策のうち林業・木材産
 業成長産業化促進対策　8,888百万円の内数】

（2）地域における心の健康づくり推
進体制の整備
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（3）学校における心の健康づくり推
進体制の整備

文部科学省

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの
配置に係る経費を補助すること等により、学校における教
育相談体制を充実。【6,360百万円の内数】
○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等の
教職員に対し、自殺を含む学生の心の問題や成長支援
に関する正しい知識の習得と理解を促進する取組を実
施。
○リーフレットの配布や担当者会議等を通じて、学校にお
ける労働安全衛生法に基づく管理体制の整備の必要性
を周知。

○ニッポン一億総活躍プランにて、平成31年度までにス
クールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）
に配置することを目標とし、平成30年度予算では7,500
人配置するための予算を計上。
○ニッポン一億総活躍プランにて、平成31年度までにス
クールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配
置することを目標とし、平成30年度予算では26,700校配
置するための予算を計上。
○独立行政法人日本学生支援機構において、大学等
の教職員に対し、自殺を含む学生の心の問題や成長支
援に関する正しい知識の習得と理解を促進するセミ
ナーを実施し、2017年度は212名、2018年度は240名が
参加しており、普及啓発を行っている。
○各都道府県等の担当者が集まる会議において周知を
実施（2018年度は年６回）するとともに、リーフレットを配
布した。

○平成31年度目標の達成に向け、スクールカウンセ
ラー等活用事業【6,885百万円の内数】、スクールソー
シャルワーカー活用事業【6,885百万円の内数】を計上。
○スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー
カーの常勤化に向けた調査研究【11百万円】を計上。
○緊急スクールカウンセラー等活用事業【2,378百万円】
を計上。
○引き続き、大学等の教職員に対し、自殺を含む学生
の心の問題や成長支援に関する正しい知識の習得と理
解を促進する取組を実施予定。
○引き続き、学校における労働安全衛生管理体制の整
備を促す取組を実施する。

復興庁

○避難生活の長期化や災害公営住宅への移転の本格化
など復興のステージの進展に伴い生じる課題に対応する
ため、被災者支援総合交付金により、被災者の見守り、
住宅・生活再建に関する相談対応への支援、人と人との
つながりを作り、生きがいをもって暮らしていただくための
「心の復興」など、自治体における被災者支援の取組を一
体的に支援した。

○避難生活の長期化や災害公営住宅等への移転など
に伴い、被災者をとりまく課題が多様化する中、被災自
治体等が直面する課題・ニーズに的確に対応し、効果
的な被災者支援活動を実施できるよう支援してきた。

○被災者支援総合交付金において、以下の事業を引き
続き要求。
【2019年度予算案（額）：177億円の内数】
（被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業）
　被災した子どもへの支援を継続して行うため、子ども
のいる家庭等への訪問による心身の健康に関する相
談・支援、遊具の設置や子どもの心と体のケアなど、総
合的な支援を図る。
（被災者見守り・相談支援事業）
　被災者の孤立防止等の観点から、相談員による日常
生活上の相談支援や住民交流会の開催など、被災者に
対する見守り・相談活動を支援。
（被災地健康支援事業）
　被災者の健康状態の悪化を防ぐため、保健師による
巡回保健指導などの各種健康支援活動やそれらを担う
専門人材の確保など、被災自治体における健康支援活
動を引き続き支援。
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○「被災者の心のケア支援事業」において、福島県外避
難者や帰還者への相談体制の強化、支援者支援の充実
や地域の力で自立的に心のケアを担っていくための出口
戦略を描く調査研究の推進などの取組を順次実施。

○「被災者の心のケア支援事業」において、福島県外避
難者や帰還者への相談体制の強化、支援者支援の充
実や地域の力で自立的に心のケアを担っていくための
出口戦略を描く調査研究の推進などの取組を順次実
施。

○引き続き、「被災者の心のケア支援事業」において、
被災者の心のケア支援や、支援者支援の充実など取組
を実施。

○「災害時における児童相談所の活動ガイドライン」に
おいて、大規模災害時には、関係機関と連携して中長
期的な子どもの心のケアに取り組む必要があり、災害
発生直後から子どもの心のケアができる体制を確保す
るよう周知しており、平成31年度においても引き続き周
知していく予定。

文部科学省

○平成29年3月、「いじめの防止等のための基本的な方
針」を改定して、原子力発電所事故の避難者である児童
生徒に対するいじめの未然防止・早期発見に取り組むこ
とを新たに盛り込み、教職員に対して適切な対応を求め
た。さらに、29年4月に、被災児童生徒へのいじめの防止
について、全国の児童生徒等に向けて、文部科学大臣か
らメッセージを発表。
○各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象としたいじ
めに関する行政説明を開催(2018年度　34箇所)し、被災
児童生徒へのいじめに対して適切な対応を求めた。
○被災した子供たちの心のケア等への対応のため、被災
した地方公共団体等が学校などにスクールカウンセラー
等を派遣するために、緊急スクールカウンセラー等活用
事業として必要な経費について支援。【2,450百万円】

○平成29年3月の「いじめの防止等のための基本的な
方針」の改定や、各教育委員会等の生徒指導担当者等
を対象としたいじめに関する行政説明の開催(2018年度
34箇所)等を通じて、各教育委員会・学校等における被
災児童生徒へのいじめに対する適切な対応を求めた。
○平成30年度予算では、緊急スクールカウンセラー等
活用事業として、スクールカウンセラー等を（890人）配
置する予算を計上。

○各教育委員会等の生徒指導担当者等を対象としたい
じめに関する行政説明を開催し、被災児童生徒へのい
じめに対して適切な対応を求める予定。
○緊急スクールカウンセラー等活用事業【2,378百万円】
を計上。

（1）精神科医療、保健、福祉等の各
施策の連動性の向上

厚生労働省

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力
の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上研
修」を実施。自殺総合対策推進センターでは、連動性を向
上させる研修を実施。

○精神科を専門としない医師等に対し、うつ病診断能力
の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康対応力向上
研修」を実施予定。引き続き、自殺総合対策推進セン
ターでは、連動性を向上させる研修を実施。

○引き続き、精神科を専門としない医師等に対し、うつ
病診断能力の向上を目的に「かかりつけ医等心の健康
対応力向上研修」を実施予定。引き続き、自殺総合対策
推進センターでは、連動性を向上させる研修を実施。

（4）大規模災害における被災者の心
のケア、生活再建等の推進

6　適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする取組
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、精神科医療を担
う人材育成のための各種研修等を実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○精神保健医療を担う人材育成のため、自殺未遂者ケ
ア研修（一般救急版、精神救急版）等の各種研修等を
実施し、参加者から高い評価を得た（計5回）。

○引き続き、精神保健医療を担う人材育成のため、自
殺未遂者ケア研修（一般救急版、精神救急版）等の各
種研修等を実施。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

厚生労働省
○認知行動療法研修事業を実施。 ○認知行動療法研修事業を実施。 ○引き続き、認知行動療法研修事業を実施。【2019年度

予算案（額）：55,528千円】

厚生労働省
○精神保健福祉士等の専門職等を、医療機関を始めとし
た地域に配置する取組を実施。

○精神保健福祉士等の専門職等を、医療機関を始めと
した地域に配置する取組を実施。

○精神保健福祉士等の専門職等に対して研修を実施
し、医療機関等の地域への配置を促す。

一部再掲 6－（1）
（4）かかりつけの医師等の自殺リス
ク評価及び対応技術等に関する資
質の向上【再掲】

再掲
4－（3）

厚生労働省

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応するため、都道
府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保健福
祉機関等と連携した支援体制の構築を図るための事業等
を行う、子どもの心の診療ネットワーク事業を実施。

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応するため、都
道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保
健福祉機関等と連携した支援体制の構築を図るための
事業等を行う、子どもの心の診療ネットワーク事業を実
施。（平成29年度：19自治体）

○様々な子どもの心の問題に幅広く対応するため、都
道府県等における拠点病院を中核とし、医療機関や保
健福祉機関等と連携した支援体制の構築を図るための
事業等を行う、子どもの心の診療ネットワーク事業を引
き続き実施予定。

厚生労働省

○PTSD・思春期精神保健対策事業を実施。 ○PTSD等対策総合支援体制整備事業を実施。 ○引き続き、PTSD等対策総合支援体制整備事業を実
施。【2019年度予算案（額）：14,107千円の内数】

○高齢者の介護予防や社会参加の推進等のための多様
な通いの場の整備など、地域の実情に応じた効果的・効
率的な介護予防の取組を推進。
【地域支援事業（1,988億円）の内数】

○年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住
民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通
じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような
地域づくりを推進。

○平成29 年度の通いの場の箇所数は約９万箇所、参
加者数は高齢者人口の約4.9％にあたる約170万人であ
り、2020年度末までに6％とすることを目指している。

○引き続き、高齢者の介護予防や社会参加の推進等の
ための多様な通いの場の整備など、地域の実情に応じ
た効果的・効率的な介護予防の取組を推進予定。
【2019年度予算案：地域支援事業（1,941億円）の内数】

○引き続き、産後うつの予防や新生児への虐待予防等
産後の初期段階における母子に対する支援を強化する
ため、産婦健康診査の費用を助成。

（5）子どもに対する精神保健医療福
祉サービスの提供体制の整備

（6）うつ等のスクリーニングの実施 厚生労働省

（2）精神保健医療福祉サービスを担
う人材の養成など精神科医療体制
の充実

（3）精神保健医療福祉サービスの連
動性を高めるための専門職の配置
【一部再掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（7）うつ病以外の精神疾患等による
ハイリスク者対策の推進

厚生労働省

○うつ病以外の精神疾患に適切に対応できるよう、精神
医療および精神保健関係者等を対象に研修を実施。
○アルコール関連問題啓発週間において、フォーラムの
開催等、自殺等の問題を含むアルコール関連問題につい
ての啓発を実施。
○依存症対策全国拠点機関による地域における指導者
の養成や都道府県・指定都市による依存症の専門医療
機関・治療拠点機関の選定、依存症相談拠点機関の設
置、依存症対策総合支援事業の活用等により、関係機関
が連携し、地域における依存症対策を推進。

○アルコール健康障害対策基本法等の関係法令に基
づき、調査研究の推進、体制の整備等を行い、またアル
コール関連問題啓発週間において、フォーラムの開催
等、自殺等の問題を含むアルコール関連問題について
の啓発を実施。

○依存症対策全国拠点機関において地域の指導者の
養成等や都道府県・指定都市において依存症の専門医
療機関・治療拠点機関の選定などにより、地域の医療・
相談支援体制の整備を進めるとともに、関係機関の連
携を図り、依存症対策を推進。

○引き続き、アルコール健康障害対策基本法等の関係
法令に基づき、調査研究の推進、体制の整備等を行
い、アルコール関連問題啓発週間において、フォーラム
の開催等、自殺等の問題を含むアルコール関連問題に
ついての啓発を実施予定。
【平成31年度予算案（額）：17百万円】

○引き続き、依存症対策全国拠点機関において地域の
指導者の養成等や都道府県・指定都市において依存症
の専門医療機関・治療拠点機関の選定などにより、地
域の医療・相談支援体制の整備を進めるとともに、新た
に、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等と
の連携を図り、依存症対策を推進。【平成31年度予算案
（額）：8.1億円】

（8）がん患者、慢性疾患患者等に対
する支援

厚生労働省

○地域医療介護総合確保基金を通じて、看護師の資質
の向上に関する研修への財政支援を実施。

○がんや慢性疾患患者等の看護を含めた看護職の専
門性向上を図るための研修は、28都道府県において実
施されており、一定の成果を上げている。

○地域医療介護総合確保基金を通じて、看護師の資質
の向上に関する研修への財政支援を実施予定。

厚生労働省

○「こころの健康相談統一ダイヤル」を運用。
○地域自殺対策強化交付金を活用し、包括支援相談の
実施等、地域における相談体制を充実。
○自殺総合対策推進センターでは、各都道府県から相談
窓口の情報を得て、同センターのWebサイト「いのち支え
る」の中に「いのち支える相談窓口（都道府県・政令指定
都市別の相談窓口一覧）」を開設している。
○平成29年度自殺予防週間（平成29年9月10日～16日）
及び平成29年度自殺対策強化月間（平成30年3月）にお
いて、ポスターやインターネット上において相談窓口を周
知。

【2018年度予算額：自殺予防相談体制整備充実等経費
8,673千円、自殺総合対策啓発推進経費57,051千円、地
域自殺対策強化交付金　2,599,724千円の内数】

○「こころの健康相談統一ダイヤル」における相談件数
は、52,242件（平成29年度）

○「いのち支える相談窓口（都道府県・政令指定都市別
の相談窓口一覧）」のページビュー数は、毎月7500件。

（目標値）
国民の約３人に２人以上が相談電話について聞いたこ
とがあるようにすることを目指す。
（現在値）
○「こころの健康相談統一ダイヤル34％
○「よりそいホットライン」19％
（第２回厚生労働行政モニターアンケート）

○引き続き、相談体制の充実が図る。

【2019年度予算案：自殺予防相談体制整備充実等経費
8,834千円、自殺総合対策啓発推進経費64,219千円、地
域自殺対策強化交付金　2,625,761千円の内数】

（1）地域における相談体制の充実と
支援策、相談窓口情報等の分かり
やすい発信

7　社会全体の自殺リスクを低下させる取組
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を24時間
365日無料で受け、具体的な問題解決につなげるための
電話相談事業を補助事業として実施。

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を24時
間365日無料で受け、具体的な問題解決につなげるた
めの電話相談事業を補助事業として実施。
○自殺防止ラインにおける相談件数は、平成29年度に
おいては、23,407件(完了呼数）。

○生きにくさ、暮らしにくさを抱える人からの相談を24時
間365日無料で受け、具体的な問題解決につなげるた
めの電話相談事業を補助事業として実施予定。（7.5億
円）

金融庁

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、全国各地
でメンタルヘルスを含む相談を受け付ける無料相談会等
の取組を実施。

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、全国各
地でメンタルヘルスを含む無料相談会の開催など地方
自治体や関係機関の主体的な取組を促した。
（無料相談会を実施した先：５財務局・財務支局、20地
方自治体（都道府県）、11弁護士会、24司法書士会）

○多重債務者相談強化キャンペーンを実施し、引き続
き、全国各地でメンタルヘルスを含む相談を受け付ける
無料相談会等の取組を実施予定。

消費者庁

○「地方消費者行政推進交付金」等を通じ、地方公共団
体が実施する取組への支援を実施。【24.0億円の内数】
○独立行政法人国民生活センターにおいて、地方公共団
体の消費生活相談員等に対し、多重債務問題に関する
研修を実施した。【32.9億円の内数】
○消費生活相談員等を対象とした、ギャンブル等依存症
に関する相談拠点との具体的な連携方法や相談実施方
法等を整理した対応マニュアルを策定。（2017年度策定、
2018年度改定（予定））

○「地方消費者行政推進交付金」等を活用して、消費者
に身近な地方公共団体の消費生活相談窓口の整備・充
実等、地方公共団体の基礎的な支援をすることにより、
どこに住んでいても消費生活相談が受けられる体制づく
りを整備してきた。（国民生活センターにおける多重債
務問題に関する研修：2017年度2回（受講者113名）、
2018年度2回（受講者数118名））
○多重債務に関する消費生活相談の件数はピーク時
の3割程度まで減少するなど、着実に取組が進んできて
いるが、貸金業者から５件以上無担保無保証借入の残
高がある人数が多数おり、取組を継続する必要がある。
○ギャンブル等依存症が多重債務や自殺等の問題に
密接に関連することを踏まえ、ギャンブル等依存症対策
が、左欄に掲げるとおり、これらの問題に関する施策と
の有機的な連携が図られるよう、配慮される必要があ
る。

○「地方消費者行政強化交付金」を通じ、引き続き地方
公共団体が実施する取組への支援を実施予定。【22.0
億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおいて、
地方公共団体の消費生活相談員等に対し、多重債務問
題などに関する研修を実施予定。【30.5億円の内数】
○引き続き、独立行政法人国民生活センターにおける
ギャンブル等依存症対策を含む研修において、対応マ
ニュアルについて講義。
○引き続き、消費生活相談において、対応マニュアルを
活用。

厚生労働省

○各都道府県社会福祉協議会において、生活福祉資金
貸付制度を実施。

○資金の貸付けと必要な相談支援を行うことにより、低
所得世帯等が安定した生活を送れるようにするととも
に、生活意欲の助長や社会参加の促進を図った。

○各都道府県社会福祉協議会において、生活福祉資金
貸付制度を実施。

（2）多重債務の相談窓口の整備と
セーフティネット融資の充実
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○求職者を対象に、ストレスチェックシートの配布、心の
悩み・不安等の相談に対する専門家によるメール相談を
実施。
○ハローワークにおいて、就職に関連した生活に関する
問題について専門家による巡回相談を実施。

○2017年度は延べ914件（前年度比＋97.8％）のメール
相談を実施。
○2017年度は延べ7,812回（前年度比＋9.7％）の巡回
相談を実施。

○引き続き、全国のハローワークの求職者を対象に、ス
トレスチェックシートの作成・配布、心の悩み・不安等の
相談に対し、専門家によるメール相談の体制整備等を
実施予定。
【2019年度予算案（額）11,585千円】
○引き続き、ハローワークにおいて、心の健康を含む生
活の問題に関する専門家による巡回相談を実施予定。
【2019年度予算案（額）109,185千円】

厚生労働省

○若年無業者等に対する地域の支援拠点である地域若
者サポートステーションを全国に設置。また、
　①一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケーショ
ン訓練、アウトリーチ型相談
　②就職後の定着・ステップアップ支援
　③職場体験等
を行うことにより、若年無業者等の職業的自立支援を実
施。
【2018年度予算額】
　39.5億円の内数

○全国に設置する地域若者サポートステーションにて、
　①一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケーショ
ン訓練、アウトリーチ型相談
　②就職後の定着・ステップアップ支援
　③職場体験等
を行うことにより、若年無業者等の職業的自立支援を着
実に実施した。

○若年無業者等に対する地域の支援拠点である地域
若者サポートステーションを全国に設置。また、引き続
き、
　①一人ひとりに応じた専門的な相談やコミュニケーショ
ン訓練、アウトリーチ型相談
　②就職後の定着・ステップアップ支援
　③職場体験等
を行うことにより、若年無業者等の職業的自立支援を実
施予定。
【2019年度予算額】
　39.7億円の内数

（3）失業者等に対する相談窓口の充
実等
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

経済産業省

①都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営安
定特別相談事業に対して全国商工会連合会及び日本商
工会議所が行う支援事業を補助。
②47都道府県に設置された「中小企業再生支援協議
会」、独立行政法人中小企業基盤整備機構に設置された
「中小企業再生支援全国本部」において、中小企業にお
ける事業の再生に関する相談から、保証債務の整理を含
めた再生計画の策定支援まで対応。
③各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺（全国
48か所）において、中小企業からの取引に関する各種相
談に対応。
④平成23年3月より実施してきた「中小企業電話相談ナビ
ダイヤル」を実施。
⑤平成25年12月5日に公表された「経営者保証に関する
ガイドライン」の利用促進を図るため、独立行政法人中小
企業基盤整備機構・地域本部等にて経営者保証に関する
相談を受け付けるとともに、ガイドラインの利用を希望す
る方への専門家派遣を実施。
⑥中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策強
化月間」や自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経営
上の相談窓口の周知を実施。

①都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営
安定特別相談事業に対して全国商工会連合会及び日
本商工会議所が行う支援事業を補助。
②47都道府県に設置された「中小企業再生支援協議
会」、独立行政法人中小企業基盤整備機構に設置され
た「中小企業再生支援全国本部」において、中小企業に
おける事業の再生に関する相談から、保証債務の整理
を含めた再生計画の策定支援まで対応。
③各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺（全国
48か所）において、中小企業からの取引に関する各種
相談に対応。
④平成23年3月より実施してきた「中小企業電話相談ナ
ビダイヤル」を実施。
⑤平成25年12月5日に公表された「経営者保証に関す
るガイドライン」の利用促進を図るため、独立行政法人
中小企業基盤整備機構・地域本部等にて経営者保証に
関する相談を受け付けるとともに、ガイドラインの利用を
希望する方への専門家派遣を実施。
⑥中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策強
化月間」や自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経営
上の相談窓口の周知を実施。

①都道府県商工会連合会及び主要商工会議所の経営
安定特別相談事業に対して全国商工会連合会及び日
本商工会議所が行う支援事業を補助予定。
②47都道府県に設置された「中小企業再生支援協議
会」、独立行政法人中小企業基盤整備機構に設置され
た「中小企業再生支援全国本部」において、中小企業に
おける事業の再生に関する相談から、保証債務の整理
を含めた再生計画の策定支援まで対応予定。
③各都道府県に設置されている「下請かけこみ寺」（全
国48か所）において、中小企業からの取引に関する各
種相談に対応予定。
④平成23年3月より実施してきた「中小企業電話相談ナ
ビダイヤル」を継続して実施予定。
⑤「経営者保証に関するガイドライン」の利用促進をより
一層図るため、ガイドラインの内容に関する相談対応、
ガイドラインの利用を希望する方への専門家派遣、周
知・普及のための広報活動などを継続して実施する予
定。
⑥中小企業庁のメールマガジンにおいて、「自殺対策強
化月間」や自殺対策関係の相談窓口、中小企業の経営
上の相談窓口の周知を実施予定。

金融庁

「経営者保証に関するガイドライン」の活用促進をより一
層図るため、金融機関に対し、金融業界団体との意見交
換会等を通じて、中小企業等への積極的なガイドラインの
周知を行うとともに、更なるガイドラインの活用を促してき
た。

○民間金融機関における活用実績の集計結果の公表
（直近は31年１月）やガイドラインの活用状況に係る実
態調査（30年６月公表）を行った上で、金融機関と対話
の実施するなどして、ガイドラインの活用を促してきた。
○また、参考事例集の改訂版の公表（29年12月）、ガイ
ドラインのＱ＆Ａの一部を改定（30年２月）などの環境整
備により、ガイドラインの活用を促すとともに、関係機関
と広報チラシの作成・配布（30年２月）を実施して、ガイド
ラインの周知・広報に取り組んできた。

引き続き、「経営者保証に関するガイドライン」の活用促
進をより一層図るため、金融機関に対し、金融業界団体
との意見交換会等を通じて、中小企業等への積極的な
ガイドラインの周知を行うとともに、更なるガイドラインの
活用を促していく。

（4）経営者に対する相談事業の実施
等

25 / 41 ページ



2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（5）法的問題解決のための情報提
供の充実

法務省

○インターネット広告及びパンフレット・リーフレット等の配
布等を実施し、法テラスの認知度の向上と業務内容の理
解を促した。
○東日本大震災及び平成30年７月豪雨の被災者支援に
関して、新聞広告を実施するなどし、法テラスの法的支援
業務の周知や利用の促進を図った。
○関係機関と連携・協力し、自殺予防週間・自殺対策強
化月間にあわせて、自殺要因となる法律、労働、教育、健
康などの問題に関する相談会を実施。
○自殺の要因ともなり得る震災に係る問題についても、フ
リーダイヤル（震災法テラスダイヤル）において、解決に
役立つ法制度や相談窓口の紹介を行った（東日本大震災
に係る問題についての総問合せ件数は、2017年度1,070
件、2018年度652件（2019年１月までの速報値））。
○被災地に設置した臨時出張所において、消費者庁・地
方自治体と連携して、司法書士・社会福祉士・社会保険労
務士・税理士などの専門家によるワンストップのよろず相
談会を実施（相談件数は、2017年度2,313件、2018年度
2,237件（2019年１月までの速報値））。

○インターネット広告や新聞広告等を、法テラスの支援
に関する国民への周知のため有効に活用した。
また、各種相談会の実施、フリーダイヤルの活用等によ
り、大規模災害の被災者を含む法的問題を抱えた方々
に、問題解決のための情報を広く提供した。

○インターネット広告及びパンフレット・リーフレット等の
配布等を実施し、法テラスの認知度の向上と業務内容
の理解を促す。
○東日本大震災等に関して、キャンペーン広報を実施
し、法テラスの被災者支援等の法的支援業務の周知や
同制度の利用の促進を図る。
○関係機関と連携・協力し、自殺要因となる問題に関す
る相談会を実施する。
○自殺の要因ともなり得る震災に係る問題についても、
引き続きフリーダイヤル（震災　法テラスダイヤル）にお
いて、解決に役立つ法制度や相談窓口の紹介を行う。
○被災地に設置した臨時出張所において、消費者庁・
地方自治体と連携して、司法書士・社会福祉士・社会保
険労務士・税理士などの専門家によるワンストップのよ
ろず相談会を実施する。

【2019年度予算案（額）15,508,066千円の内数】

厚生労働省

○医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律や、毒物及び劇物取締法に基づく譲渡
規制が遵守されるよう、自治体を通じて医薬品販売業者
等に対する周知、薬事監視・指導等を行うことにより、不
適切な使用に繋がる流通を防止。

○2018年度の「薬と健康の週間」において、医薬品の適
正使用を普及啓発するためのパンフレット（17万部8千
部）、ポスター（7万９千枚）を作成し、自治体（150箇所）・
関係機関（２４６箇所）等を通じて広く周知を行った。ま
た、ホームページや広報誌「厚生労働」により「薬と健康
の週間」の広報を行い、医薬品の適正使用について普
及啓発を行った。

○引き続き、同様の対応を行う。
〇「薬と健康の週間」にあわせて、医薬品の適正使用等
について、広く国民に普及啓発するための広報誌やパ
ンフレット、リーフレットを配布するほか、Webサイトを随
時更新するなどして周知徹底を図っており、平成31年度
概算要求においても、医薬品適正使用普及啓発費とし
て要求している。
（2019年度予算案（額）：4,860千円）

国土交通省

○各種補助金によりホームドア整備を支援(355.2億円の
内数)。
○鉄道技術開発費補助金により新型ホームドアの技術開
発を支援(2.9億円の内数)。「新型ホームドアに関する技術
WG」を開催。

○各種補助金によりホームドア整備を支援し、鉄道駅全
体で725駅を整備済み。（2017年度末）
○鉄道技術開発費補助金等により新型ホームドア等の
技術開発の促進を図った。

○各種補助金によりホームドアの整備の促進を図る
(304.9億円の内数）。
○鉄道技術開発費補助金等により新型ホームドアに関
連する技術開発の促進を図る(1.52億円の内数)。

警察庁

○自殺のおそれがある行方不明者の発見活動の確実な
実施を図った。

○自殺のおそれがある行方不明者の発見活動の確実
な実施を図った。

○引き続き、自殺のおそれがある行方不明者の発見活
動の確実な実施を図る。

（6）危険な場所、薬品等の規制等
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○自殺願望を表す用語が検索された場合等に適切な相
談窓口を案内する取組の実施を検索事業者、SNS事業者
に対して実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策啓発推進経費57,051千
円】

○左記働きかけに応じた取組が進展。 ○引き続き、検索事業者及びSNS事業者による自主的
な取組の状況について、フォローアップを継続するととも
に、必要に応じて更なる取組強化の働きかけ等を検討
する予定。

【2019年度予算案：自殺総合対策啓発推進経費64,219
千円】

法務省

○人権擁護の観点から、青少年のインターネットリテラ
シー向上に重点を置いた啓発活動を実施する（平成29年
度バナー広告クリック数829，772回の内数）。
○インターネット上で人権侵害を受けた場合等の相談窓
口や救済手続についての周知広報や、ICTを活用した相
談窓口への誘導強化を推進。

【2018年度予算額：3,406,992千円の内数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青少年のイン
ターネットリテラシー向上に関する効果的な啓発活動を
実施することができたものと考える。
○インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯
事件について、平成29年に法務局・地方法務局におい
て新たに救済手続きを開始したものは、2，217件で、5
年連続して過去最高を記録しており、相談窓口や救済
手続の周知広報は一定の成果を納めている。

○人権擁護の観点から、青少年のインターネットリテラ
シー向上に重点を置いた啓発活動を実施する。
○インターネット上で人権侵害を受けた場合等の相談窓
口及び救済手続についての周知広報や、ICTを活用し
た相談窓口への誘導強化を推進する予定。

【2019年度予算案（額）：3,486,099千円の内数】

経済産業省

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を
行った場合において、相談窓口を表示する取組を強化す
ること等に関し、事業者に対して必要な要請を実施。

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を
行った場合において、相談窓口を表示する取組を強化
すること等に関し、事業者に対して必要な要請を実施。

○「自殺」「死にたい」等の自殺につながる用語の検索を
行った場合において、相談窓口を表示する取組を強化
すること等に関し、事業者に対して必要に応じてフォロー
アップや支援を行う。

一部再掲 2－（3）、7－（1）

警察庁

○都道府県警察及びインターネット・ホットラインセンター
において、インターネット上の自殺誘引等情報について、
サイト管理者等への削除依頼を実施。
【ホットライン業務等の外部委託　134,390千円の内
数】

○平成30年上半期に、インターネット・ホットラインセン
ターが実施した自殺誘引等情報のプロバイダ等への対
応依頼件数は1,255件である。

○都道府県警察及びインターネット・ホットラインセン
ターにおいて、インターネット上の自殺誘引等情報につ
いて、サイト管理者等への削除依頼を実施予定。
【ホットライン業務等の外部委託　126,770千円の内
数】

（7）ICTを活用した自殺対策の強化
【一部再掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

総務省

○違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル
条項の適切な運用を支援。
○総務省、文部科学省及び通信関係団体等が連携し、子
どもたちのインターネットの安心・安全な利用に向けて、保
護者・教職員及び児童生徒を対象とした啓発講座を実
施。

○違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル
条項について、適切な運用を支援した。
○2018年度は、2018年４月から2019年１月までの間、
2,314件実施。

○引き続き、違法・有害情報への対応等に関する契約
約款モデル条項の適切な運用を支援。
○引き続き、総務省、文部科学省、通信関係団体等が
連携し、子どもたちのインターネットの安心・安全な利用
に向けて、保護者、教職員、児童生徒等を対象とした啓
発講座を実施予定。

文部科学省

○インターネット上の有害環境から青少年を守るため、保
護者と青少年に直接働きかける啓発と教育活動を実施。

○ＰＴＡと連携したネット利用に関する保護者向けシンポ
ジウムの開催（2017年度：10か所）や地域における先進
的な取組事例を支援（2017年度：5か所）

○青少年を取り巻く有害環境対策の推進【53百万円】を
予算措置予定。

経済産業省

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保
護者支援を推進。

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による
保護者支援を推進。

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による
保護者支援を推進する予定。

内閣府

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、普
及啓発資料の作成・公開やフォーラムの開催等を通じて、
普及啓発活動を実施。
○青少年のインターネット利用環境実態調査等の各種調
査を実施。
【平成30年度予算】
　・青少年の非行・被害防止のための啓発経費
　　3,028千円
　・青少年インターネット利用環境整備に係る
　地方連携体制支援事業　5,919千円
　・青少年のインターネット利用環境実態調査に
　関する調査研究費　32,167千円

〇平成29年12月「ネットの危険からお子様を守るために
今、保護者ができること」と題した保護者向け普及啓発
リーフレットを作成し、公立小・中・高を始め、都道府県
教育委員会等に約８万部を配布するとともに、内閣府の
ホームページに公開。
〇平成31年１月、「スマホ時代の子育て」と題した、低年
齢層の子供の保護者向け普及啓発リーフレットを作成
し、都道府県教育委員会や青少年関係部局等に約５万
部を配布するとともに、内閣府のホームページに公開。
〇平成30年10、11月において「青少年のインターネット
利用環境づくりフォーラム」を神奈川県、群馬県、香川
県で開催し、３会場で約600人が参加。
○平成31年3月末に「平成29年度青少年のインターネッ
ト利用環境実態調査」に係る報告書を公表。

○青少年の適切なインターネット利用を促進するため、
普及啓発資料の作成・公開やフォーラムの開催等を通
じて、普及啓発活動を実施予定。
○青少年のインターネット利用環境実態調査等の各種
調査を実施予定。
【平成31年度予算額】
　・青少年の非行・被害防止のための啓発経費
　　3,028千円
　・青少年インターネット利用環境整備に係る
　地方連携体制支援事業　5,695千円
　・青少年のインターネット利用環境実態調査に
　関する調査研究費　29,187千円

（8）インターネット上の自殺関連情報
対策の推進
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

法務省

○全国の中学校を中心に携帯電話会社等の実施するス
マホ・ケータイ安全教室と連携した人権教室を実施（平成
29年度人権教室、開催数22，907回、参加者数997，815
人の内数）。
○平成30年度にフィルタリングの推奨について記載され
た啓発冊子「あなたは大丈夫？考えよう！インターネット
と人権」を改訂し、全国の中学３年生に配布したほか、全
国の法務局・地方法務局においても同冊子を活用した啓
発活動を実施。

【2018年度予算額：3,406,992千円の内数】

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、青少年のイン
ターネットリテラシー向上に関する効果的な啓発活動を
実施することができたものと考える。

○「インターネットを悪用した人権侵害をなくそう」を強調
事項として掲げ、全国の中学校を中心に携帯電話会社
等の実施するスマホ・ケータイ安全教室と連携した人権
教室やインターネットバナー広告を実施予定。
○フィルタリングの推奨について記載された啓発冊子
「あなたは大丈夫？考えよう！インターネットと人権」を
活用した啓発活動を実施予定。

【2019年度予算案（額）：3,486,099千円の内数】

警察庁

○インターネット上の自殺予告事案について、プロバイダ
等から発信者情報の開示を受け、自殺予防措置を実施。

○平成30年中に都道府県警察が発信者情報の開示を
受けた件数は274件で、自殺予告をした者は延べ328人
である。

○インターネット上の自殺予告事案について、プロバイ
ダ等から発信者情報の開示を受け、自殺予防措置を実
施予定。

総務省

○インターネット上の自殺予告事案への対応に関するガ
イドラインの適切な運用を支援するとともに、違法・有害情
報相談センターを設置・運営する。

○インターネット上の自殺予告事案への対応に関する
ガイドラインの適切な運用を支援するとともに、違法・有
害情報相談センターを設置・運営し、自殺予告事案に関
する相談があった場合に対応できる体制を構築した。

○引き続き、インターネット上の自殺予告事案への対応
に関するガイドラインの適切な運用を支援するとともに、
違法・有害情報相談センターを設置・運営する。

経済産業省

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による保
護者支援を推進。

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による
保護者支援を推進。

○フィルタリングに関する情報提供などの事業者による
保護者支援を推進する予定。

（10）介護者への支援の充実 厚生労働省

○短期入所生活介護や通所介護等に係る介護保険給付
を実施。
○地域包括支援センターに携わる職員等を対象とした研
修を実施。
○介護教室・介護者相互の交流会開催について、地域支
援事業の家族介護支援事業として経費の一部を負担。

○短期入所生活介護や通所介護等に係る介護保険給
付を実施。
○全ての都道府県において、地域包括支援センターに
携わる職員等を対象とした研修を実施。
○介護教室は704市町村において、介護者相互の交流
会は793市町村において、それぞれ実施。

○引き続き、短期入所生活介護や通所介護等に係る介
護保険給付を実施予定。
○引き続き、地域包括支援センターに携わる職員等を
対象とした研修を実施予定。
○引き続き、介護教室・介護者相互の交流会開催につ
いて、地域支援事業の家族介護支援事業として経費の
一部を負担予定。

（9）インターネット上の自殺予告事案
への対応等
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（11）ひきこもりへの支援の充実 厚生労働省

○保健・医療・福祉・教育・労働等の分野の関係機関と連
携の下でひきこもりに特化した第一次相談窓口としての
機能を有する「ひきこもり地域支援センター」において、本
人・家族に対する早期からの相談・支援等を行い、ひきこ
もり対策を推進。
○ひきこもり支援に携わる人材の確保を目的に、「ひきこ
もり対策研修」を実施。

○保健・医療・福祉・教育・労働等の分野の関係機関と
連携の下でひきこもりに特化した第一次相談窓口として
の機能を有する「ひきこもり地域支援センター」におい
て、本人・家族に対する早期からの相談・支援等を行
い、ひきこもり対策を推進。
○ひきこもり支援に携わる人材の確保を目的に、「ひき
こもり対策研修」を実施。

○引き続き、保健・医療・福祉・教育・労働等の分野の関
係機関と連携の下でひきこもりに特化した第一次相談
窓口としての機能を有する「ひきこもり地域支援セン
ター」において、本人・家族に対する早期からの相談・支
援等を行い、ひきこもり対策を推進。（生活困窮者自立
支援制度に係る補助金・負担金の内数）

厚生労働省

○婦人保護施設における性暴力被害者の中長期的な支
援プログラムの策定に関する調査研究を実施。

○性犯罪・性暴力被害者等、困難を抱えた女性の支援を
推進するためのモデル事業として「若年被害女性等支援
モデル事業」（※）を創設。

（※）婦人相談所等の関係機関と民間支援団体が密接に
連携し、アウトリーチによる相談支援や居場所の確保、公
的機関や施設への「つなぎ」を含めたアプローチを行う仕
組みを構築。
【2018年度予算額】159億円の内数

○左記の調査研究において、2017年度に婦人保護施設
における性暴力被害者の中長期的な支援プログラムを
策定し、2018年度に自治体へ周知した。

○2018年度では、東京都にて３カ所実施した。

○性暴力被害を受けた女性に対する支援について、
2017年度に策定した支援プログラムの活用方策を含
め、具体的な支援のあり方を検討する。

○引き続き実施する。
【2019年度予算案】169億円の内数

厚生労働省

○PTSD・思春期精神保健対策事業を実施。 ○PTSD等対策総合支援体制整備事業を実施。 ○引き続き、PTSD等対策総合支援体制整備事業を実
施。【平成31年度予算案（額）：14,107千円の内数】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

警察庁

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実施
（犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担制度
28,156千円の内数）
○カウンセリング専門職員等に対する専門的研修を実
施。（カウンセリング職員に対する専門研修　8,950千円の
内数）
○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実
施。（民間被害者団体に対する相談業務の委託　117,656
千円の内数）
○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業務
の委託を実施。（民間被害者支援団体に対する性犯罪被
害者支援業務の委託　49,540千円の内数）
○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる全
国共通番号「#8103（ハートさん）」を導入（平成29年8月）、
適切に運用。（性犯罪被害者相談電話番号の統一化に要
する経費　3,840千円の内数）
○被害者の心情に配慮した事情聴取等を実施。
○性犯罪・性暴力被害者等への支援のため、地方公共団
体等と協力して、地域における関係機関・団体間の連携
を促進するなどの取組を実施。(犯罪被害者等施策の総
合的推進事業　14,469千円の内数)

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実
施した。
○カウンセリング専門職員等に対する専門的研修を実
施した。
○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実
施した。
○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業
務の委託を実施した。
○各都道府県警察の性犯罪被害相談電話につながる
全国共通番号「＃8103（ハートさん）」を適切に運用する
とともに、国民への広報を実施した。
○被害者の心情に配慮した事情聴取等を実施。
○性犯罪・性暴力被害者等への支援のため、地方公共
団体等と協力して、地域における関係機関・団体間の連
携を促進するなどの取組を平成30年度は６府県で実
施。

○犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負担を実
施予定。（犯罪被害者等のカウンセリング費用の公費負
担制度　28,418千円の内数）
○カウンセリング専門職員等に対する専門的研修を実
施予定。（カウンセリング職員に対する専門研修　9,617
千円の内数）
○民間被害者支援団体に対する相談業務の委託を実
施予定。（民間被害者支援団体に対する相談業務の委
託　118,905千円の内数）
○民間被害者支援団体に対する性犯罪被害者支援業
務の委託を実施予定。（民間被害者支援団体に対する
性犯罪被害者支援業務の委託　50,001千円の内数）
○性犯罪被害相談電話につながる全国共通番号
「#8103（ハートさん）」を適切に運用するとともに、国民へ
の更なる周知を図る予定。（性犯罪被害者相談電話番
号の統一化に要する経費　12,732千円の内数）
○被害者の心情に配慮した事情聴取等を実施予定。
○性犯罪・性暴力被害者等への支援のため、地方公共
団体等と協力して、地域における関係機関・団体間の連
携を促進するなどの取組を実施予定。（犯罪被害者等
施策の総合的推進事業　14,547千円の内数）

内閣府

○性犯罪被害者が安心して必要な相談・支援を受けられ
る体制を整備するため、地方公共団体の職員や性犯罪被
害者等の支援を行う相談員を対象とした研修等を行う。
【性犯罪被害者等支援体制整備促進事業（11百万円）】
○性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン
ターの設置促進及び運営の安定化に向け、都道府県によ
る被害者支援に係る取組の充実を図る。
【性犯罪・性暴力被害支援交付金（187百万円）】

○研修実施状況：平成31年１～２月に計４回実施。
　＜開催場所＞
　①相談員対象：大阪、石川、熊本（各１回）
　②行政職員対象：東京（１回）
　＜参加人数＞
　①相談員対象：合計約180人
　②行政職員対象：約60人

○第４次男女共同参画基本計画（平成27年12月25日）
において、行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のた
めのワンストップ支援センターについて、平成32年まで
に各都道府県に最低１か所の設置目標が掲げられてい
るところ、平成30年10月、同支援センターの全都道府県
設置を前倒し達成。

○性犯罪被害者が安心して必要な相談・支援を受けら
れる体制を整備するため、地方公共団体の職員や性犯
罪被害者等の支援を行う相談員を対象とした研修等を
行う。
【性犯罪被害者等支援体制整備促進事業（９百万円）】
○性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援セン
ターの運営の安定化及び質の向上に向け、都道府県に
よる被害者支援に係る取組の充実を図る。
【性犯罪・性暴力被害支援交付金（210百万円）】

（12）児童虐待や性犯罪・性暴力の
被害者への支援の充実
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（13）生活困窮者への支援の充実 厚生労働省

○福祉事務所設置地方自治体（902自治体）において、複
合的な課題を抱える生活困窮者に対し、生活困窮者自立
支援法に基づく相談支援、就労支援、家計相談支援等を
実施。また、生活困窮者の一層の自立の促進を図るた
め、第196回国会に「生活困窮者等の自立を促進するた
めの生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律
案」を提出。（432億円の内数）

○自治体が設置する生活困窮者の相談窓口において、
2017年度は、約23万件の相談を新規に受け付け、自殺
念慮を抱える人に対する支援プランも含め、約7.1万件
のプランを作成し、継続的な支援を行った。

○改正生活困窮者自立支援法に基づき、複合的な課題
を抱える生活困窮者の状態に応じて、就労、家計、住ま
いの支援を組み合わせた包括的な支援体制の強化を
図る。
【2019年度予算案：総額438億円の内数】

（14）ひとり親家庭に対する相談窓口
の充実等

厚生労働省

〇ひとり親家庭の相談窓口において、母子・父子自立支
援員に加えて、就業支援専門員を配置。これにより、子育
て・生活に関する内容から就業に関する内容まで、ワンス
トップで寄り添い型支援を行うことができる体制（「ワンス
トップ型相談窓口」という。）の整備を推進。

【2018年度予算額】
母子家庭等対策総合支援事業　167億円の内数

〇2017年度の就業支援専門員の配置状況は61名（全
国32自治体で実施。2014年度は22名）。
○2017年度の相談実績は19，091件（全国32自治体で
実施。2014年度は4，580件）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
児童扶養手当の現況届の提出時期（毎年８月）等に、子
育て・生活、就業、養育費の確保など、ひとり親が抱え
る様々な問題をまとめて相談できる体制の構築を支援
する取組を推進した。

○引き続き、整備を推進。

【2019年度予算案】
母子家庭等対策総合支援事業　159億円の内数

厚生労働省

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初期
段階における母子に対する支援を強化するため、平成29
年4月より、産婦健康診査の費用を助成。
○産前産後サポート事業及び産後ケア事業において、平
成29年8月に作成したガイドラインに基づき、母子に対す
るきめ細かな支援を実施。

○産後うつの予防や新生児への虐待予防等産後の初
期段階における母子に対する支援を強化するため、平
成29年4月より、産婦健康診査の費用を助成。（平成29
年度：73市町村）
○産前産後サポート事業及び産後ケア事業において、
平成29年8月に作成したガイドラインに基づき、母子に
対するきめ細かな支援を実施。（平成29年度：産前産後
サポート事業：314市区町村、産後ケア事業：392市区町
村）

○引き続き、産後うつの予防や新生児への虐待予防等
産後の初期段階における母子に対する支援を強化する
ため、産婦健康診査の費用を助成。
○産前産後サポート事業及び産後ケア事業において、
引き続き、母子に対するきめ細かな支援を実施。

一部再掲 6－（6）

（15）妊産婦への支援の充実【一部
再掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

法務省

○法務省の人権擁護機関では、法務局・地方法務局又は
その支局や特設の人権相談所において相談に応じてお
り、人権相談等を通じて、性的指向や性自認を理由とする
嫌がらせ等の人権侵害の疑いのある事案を認知した場合
は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な
措置を講じている。
○「性的指向を理由とする偏見や差別をなくそう」及び「性
自認を理由とする偏見や差別をなくそう」を強調事項とし
て掲げ、啓発リーフレットの配布や特設サイトの開設等の
各種啓発活動を実施（平成29年度パンフレット等配布数
4，430，919の内数）。

【2018年度予算額：3,406,992千円の内数】

○平成29年に人権侵犯事件として救済手続きを開始し
た性同一性障害や性的指向に関する差別待遇事案は
23件であり、事案に応じた適切な措置を講じている。

○取組状況欄に掲げた取組を通じて、性的指向や性自
認に関する効果的な啓発活動を実施することができた
ものと考える。

○法務省の人権擁護機関では、引き続き、法務局・地方
法務局又はその支局や特設の人権相談所において相
談に応じており、人権相談等を通じて、性的指向や性自
認を理由とする嫌がらせ等の人権侵害の疑いのある事
案を認知した場合は、人権侵犯事件として調査を行い、
事案に応じた適切な措置を講じる予定。
○「性的指向を理由とする偏見や差別をなくそう」及び
「性自認を理由とする偏見や差別をなくそう」を強調事項
として掲げ、各種啓発活動を実施予定。

【2019年度予算案（額）：3,486,099千円の内数】

文部科学省

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指導
主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協議
会」において、「性同一性障害に係る児童生徒に対するき
め細かな対応の実施等について」通知及び通知を踏まえ
た教職員向け周知資料の趣旨の徹底を図った。（2017年
度参加者72名、2018年度参加者71名）
○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの
配置に係る経費を補助することにより、学校における教育
相談体制を充実した。【6,360百万円の内数】
○大学等の学生支援担当の教職員を対象とした会議等
の様々な機会を通じて、平成27年4月初等中等教育局通
知「性同一性障害に係る児童生徒に対するきめ細かな対
応の実施等について」を参考資料として示しながら、理解
啓発を図るとともに、適切な対応を促した。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指
導主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協
議会」を毎年度開催し、2017・2018年度においては、参
加者143名（延べ人数）に趣旨の徹底を図っている。
○ニッポン一億総活躍プラン等において、平成31年度ま
でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約
1万人）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
7,500人配置するための予算を計上。
○ニッポン一億総活躍プラン等において、平成31年度ま
でにスクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500
校）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
26,700校配置するための予算を計上。
○大学の学生支援担当の教職員が集まる各ブロックで
開催される会議等において、性的指向・性自認の多様
な在り方についての理解啓発を図るとともに、2018年12
月には、大学等において、性的指向・性自認の多様な
在り方に関する理解の増進や個別の事案に応じ学生個
人の心情等に配慮したきめ細やかな対応の充実に資す
るよう、独立行政法人日本学生支援機構において、教
職員向けの理解・啓発資料を公表し全国の大学等に周
知した。同法人が同月開催したセミナーにおいて、「性
的指向・性自認の多様な在り方の理解増進」をテーマと
して取り上げ、大学等における学生支援の担当教職員
等参加者約300名に対して理解啓発を図り、適切な対応
を促している。

○都道府県・指定都市教育委員会の人権教育担当指
導主事等を対象とする「人権教育担当指導主事連絡協
議会」において、「性同一性障害に係る児童生徒に対す
るきめ細かな対応の実施等について」通知及び通知を
踏まえた教職員向け周知資料の趣旨の徹底を図る予
定。
○平成31年度目標の達成に向け、、スクールカウンセ
ラー等活用事業【6,885百万円の内数】、スクールソー
シャルワーカー活用事業【6,885百万円の内数】を計上。
○引き続き、大学等の学生支援担当の教職員を対象と
した会議等の様々な機会を通じて、平成30年12月に独
立行政法人日本学生支援機構が教職員向け理解・啓
発資料として作成をした「大学等における性的指向・性
自認の多様な在り方の理解増進について」を示しなが
ら、理解啓発を図るとともに、適切な対応を促す。

（16）性的マイノリティへの支援の充
実
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

〇公正な採用選考についての事業主向け啓発パンフレッ
トに「LGBT等の性的マイノリティの方など特定の人を排除
しない」旨を記載し、ホームページ上に公表。

○事業主向け啓発パンフレットの配布枚数（29年度：約
19万部、30年度：約20万部）
引き続き、多くの事業主に対する周知・啓発を行って参
りたい。

○引き続き、ホームページ上で公表予定。
【2019年度予算（案）164,262千円の内数】

○引き続き、周知を行う予定。
【2019年度予定額　1,012,076千円の内数】

○職場における性的指向・性自認への対応に関する
ニーズも多様であることから、平成31年度予算案におい
て、性的指向・性自認に関する企業の取組事例等を調
査、公表する事業（「職場におけるダイバーシティ推進事
業」）を盛り込み、実態把握等を行う予定。
【2019年度予定額　25,109千円】

厚生労働省

○性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会的な繋
がりが希薄な方々の相談先として、24時間365日無料の
電話相談窓口（よりそいホットライン）を設置するとともに、
必要に応じて面接相談や同行支援を実施して具体的な解
決に繋げる寄り添い支援を実施。

○性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会的な
繋がりが希薄な方々の相談先として、24時間365日無料
の電話相談窓口（よりそいホットライン）を設置するととも
に、必要に応じて面接相談や同行支援を実施して具体
的な解決に繋げる寄り添い支援を実施。
○セクシャルマイノリティ専門ラインにおける相談件数
は平成29年度は31,969件（完了呼数）

○性的指向・性自認を理由としたものも含め、社会的な
繋がりが希薄な方々の相談先として、24時間365日無料
の電話相談窓口（よりそいホットライン）を設置するととも
に、必要に応じて面接相談や同行支援を実施して具体
的な解決に繋げる寄り添い支援を実施予定。（7.5億円）

文部科学省

○いじめを含む様々な悩みに関する児童生徒の相談に
関して、SNS等を活用する利点・課題等について検討を行
うため、平成29年7月に有識者会議を開催し、30年3月、
「SNS等を活用した相談体制の構築に関する当面の考え
方（最終報告）」をとりまとめた。また、地方公共団体に対
し、SNS等を活用した児童生徒向けの相談体制の構築を
支援。【50百万円(2017年度補正予算：200百万円)】

○地方公共団体（30自治体）に対し，SNS等を活用した
児童生徒向けの相談体制の構築を支援した。

○ＳＮＳ等を活用した相談事業として、引き続き地方公
共団体の相談体制の構築に対する支援を行うとともに、
相談体制の在り方に関する調査研究を実施予定。【210
百万円】

一部再掲 7－（7）、7－（12）

○事業主向けのマニュアルやパンフレット等を活用し、職
場におけるパワーハラスメント及びセクシュアルハラスメ
ント防止対策の一環として、周知を行った。
【2018年度予算　509，719千円の内数】

○事業主向けパンフレット　34,500部を作成し、事業主
に配布した。

厚生労働省

（17）相談の多様な手段の確保、ア
ウトリーチの強化【一部再掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（18）関係機関等の連携に必要な情
報共有の仕組みの周知

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターでは、関係機関等の連携を
効果的に行っている好事例を収集し、地域の自殺対策政
策パッケージに掲載。
【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○自殺総合対策推進センターが作成公表した地域自殺
対策政策パッケージは市町村の地域自殺対策計画策
定に活用されており、平成30年12月にはさらに新たな
「自殺対策先進事例データベース」を公表し、情報共有
の更なる促進に役立てた。

○引き続き、ICTを活用したビデオ配信等により効果的
に関係機関等の連携に必要な情報提供を行う。
【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

厚生労働省

○生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い者などが、
孤立しないよう地域とつながり、支援とつながることができ
るための居場所づくり等を推進するため、モデル事業を実
施。

○生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い者など
が、孤立しないよう地域とつながり、支援とつながること
ができるための居場所づくり等を推進するため、平成30
年度は151自治体でモデル事業を実施。

○引き続き、生きづらさを抱えた人や自己肯定感が低い
者などが、孤立しないよう地域とつながり、支援とつなが
ることができるための居場所づくり等を推進。（生活困窮
者自立支援制度に係る補助金・負担金の内数）

関係府省庁

厚生労働省

○世界保健機関の「自殺予防メディア関係者のための手
引き」を周知。

○「自殺予防メディア関係者のための手引き」をHPに掲
載するとともに、広報関係の入札の際には事業者に周
知した。

○引き続き、世界保健機関の「自殺予防メディア関係者
のための手引き」の周知を図る。

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターにおいて、メディア従事者を
対象としたメディアカンファレンスを実施し、自殺や自殺対
策について適切な報道がなされるよう支援。
【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○メディア従事者を対象としたメディアカンファレンスを
開催し、自殺や自殺対策について適切な報道がなされ
るよう支援した。（29年2月、30年2月）

○引き続き、メディアカンファレンス等により、メディアに
おいて自殺対策に寄与するような報道がなされるよう支
援予定。
【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

（1）地域の自殺未遂者等支援の拠
点機能を担う医療機関の整備

厚生労働省

○自殺のハイリスク者である自殺未遂者が安心して医療
にアクセスできる環境を整備。

○自殺未遂者支援拠点病院を地域の自殺未遂者支援
の中核的機関として位置付け、地域で質の高い医療提
供体制を整備。

○引き続き、自殺未遂者支援拠点病院を地域の自殺未
遂者支援の中核的機関として位置付け、地域で質の高
い医療提供体制を整備。

（2）救急医療施設における精神科医
による診療体制等の充実

厚生労働省

○必要に応じた精神科医による診療体制の整備を実施。
○自殺総合対策推進センターにおいて、救急医療施設の
精神科医等のスタッフに対する研修に協力。
【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター経費
（NCNP運営費）48,236千円】

○自殺未遂者ケア研修（精神科救急版）(2回） ○必要に応じた精神科医による診療体制の整備を実施
予定。
○引き続き、救急医療施設の精神科医等のスタッフに
対する研修に協力を行う。
【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター経費
（NCNP運営費）47,754千円】

（3）医療と地域の連携推進による包
括的な未遂者支援の強化【再掲】

再掲
6－（1）、6－（3）

（19）自殺対策に資する居場所づくり
の推進

8　自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ取組

（20）報道機関に対する世界保健機
関の手引き等の周知
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（4）居場所づくりとの連動による支援
【再掲】

再掲
7－（19）

厚生労働省

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」によるケア対策
として推進。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円】

○「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」によるケア対
策として「自殺未遂者ケア研修（一般救急版、精神科救
急版）」を継続的に実施した。（4回）

○引き続き、「自殺未遂者ケアに関するガイドライン」に
よるケア対策として推進。

【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円】

厚生労働省
○自殺未遂者再企図防止事業を実施。 ○自殺未遂者等支援拠点病院整備事業を実施。 ○引き続き、自殺未遂者等支援拠点病院整備事業を実

施。【平成31年度予算案（額）：15,770千円】

文部科学省

○「子供に伝えたい自殺予防」及び「教師が知っておきた
い子どもの自殺予防」について、各種会議等を通じて教育
委員会・学校等に周知し、自殺未遂後の適切な事後対応
を求めた。

○毎年度２回開催している、生徒指導担当者向け会議
等において、左記の資料について、各教育委員会等の
生徒指導担当者等に対して周知し、自殺未遂後の適切
な事後対応を促した。

○引き続き、「子供に伝えたい自殺予防」及び「教師が
知っておきたい子どもの自殺予防」について、各種会議
等を通じて教育委員会・学校等に周知し、自殺未遂後の
適切な事後対応を求めていく予定。

厚生労働省

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を
通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュ
アル「職場における自殺の予防と対応」を周知。（アクセス
数：約270万件（2017年度））
【2018年度予算額：134百万円の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と対応」を周知.（アク
セス数：約270万件（2017年度））

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と対応」を周知。
【2019年度予算案額：145百万円の内数】

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、自死遺族のための
分かち合いの会の運営等を支援。
○自殺総合対策推進センターでは近年の状況を踏まえ自
殺総合対策推進に向けた自死遺族支援等に関わる指針
を検討した。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数、自殺総合対策推進センター運営事業費
150,369千円、地域自殺対策推進センター運営事業費
213,957千円】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金「自死遺族支
援機能構築事業」実施事業：92事業

○平成30年11月、「自死遺族等を支えるために～総合
的支援の手引」を公表し、これに基づき遺族の自助グ
ループ等の円滑な運営支援が行われるようにした。

○引き続き、「自死遺族等を支えるために～総合的支援
の手引」に基づき、遺族の自助グループ等の運営支援
を行う。
【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数、自殺総合対策推進センター運営
事業費176,952千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費213,931千円】

厚生労働省

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止の
ための対策に関する大綱」に基づき、過労死で親を亡くし
た遺児等を招請し、イベントを通して心身のリフレッシュを
図るほか、遺児及びその保護者を対象とした相談等を行
う「過労死遺児交流会事業」を実施。（2017年度：1回（41
名）、2018年度：1回（50名））【2018年度予算：12,570千円】

○「過労死等防止対策推進法」及び変更された「過労死
等の防止のための対策に関する大綱」に基づき、「過労
死遺児交流会」を毎年開催することとされており、2016
年から民間団体と連携しながら毎年実施している。

○「過労死等防止対策推進法」及び「過労死等の防止
のための対策に関する大綱」に基づき、引き続き、2016
年から民間団体と連携しながら「過労死遺児交流会」を
毎年実施している。【2019年度予算案：12,919千円】

（1）遺族の自助グループ等の運営支
援

（5）家族等の身近な支援者に対する
支援

（6）学校、職場等での事後対応の促
進

9　遺された人への支援を充実する取組
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

文部科学省

○「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂
版）」等を活用し、各教育委員会等の生徒指導担当者や、
校長・教頭などの管理職を対象に、全国10ブロックで「児
童生徒の自殺予防に関する普及啓発協議会」を開催し、
周知を図った。

○各教育委員会等の生徒指導担当者や、校長・教頭等
の管理職を対象に、全国10ブロックで、児童生徒の自殺
予防に関する普及啓発協議会を開催し、各教育委員
会・学校等における事後対応時の遺族との適切な関わ
りについての理解を促した。

○「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂
版）」等を活用し、各教育委員会等の生徒指導担当者
や、校長・教頭などの管理職を対象に「児童生徒の自殺
予防に関する普及啓発協議会」を開催し、周知を図る予
定。

厚生労働省

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」を
通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマニュ
アル「職場における自殺の予防と対応」を周知。（アクセス
数：約270万件（2017年度））【2018年度予算額：134百万円
の内数】

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と対応」を周知（アク
セス数：約270万件（2017年度））

○働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト「こころの耳」
を通じて、自殺発生直後の職場での対応等を示したマ
ニュアル「職場における自殺の予防と対応」を周知。
【2019年度予算案額：145百万円の内数】

（3）遺族等の総合的な支援ニーズに
対する情報提供の推進等

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地域の相談先や
自助グループの連絡先などを記載した、遺族のための
リーフレット等の作成等に対する支援を実施。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数、自殺総合対策推進センター運営事業費
150,369千円、地域自殺対策推進センター運営事業費
213,957千円】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金「自死遺族支
援機能構築事業」実施事業：92事業

○平成30年11月、「自死遺族等を支えるために～総合
的支援の手引」を公表し、地域の相談先や自助グルー
プの連絡先などを記載した、遺族のためのリーフレット
等の作成等に対する支援が行えるようにした。

○引き続き、「自死遺族等を支えるために～総合的支援
の手引」に基づき、遺族等の総合的な支援ニーズに対
する情報提供を推進。

【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数、自殺総合対策推進センター運営
事業費176,952千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費213,931千円】

（4）遺族等に対応する公的機関の職
員の資質の向上【再掲】

再掲
4－（9）

文部科学省

○スクールカウンセラーの配置に係る経費を補助すること
により、学校における教育相談体制を充実。【6,360百万
円の内数】

○ニッポン一億総活躍プランにて、平成31年度までにス
クールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配
置することを目標とし、平成30年度予算では26,700校配
置するための予算を計上。

○ニッポン一億総活躍プランの目標達成に向け、スクー
ルカウンセラー等活用事業【6,885百万円の内数】を計
上。

一部再掲 4－（4）

（2）学校、職場等での事後対応の促
進

（5）遺児等への支援【一部再掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体の人材
養成への支援を実施。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数】

○平成30年度地域自殺対策強化交付金「人材養成事
業」実施自治体：806自治体（民間団体の人材養成への
支援事業実施自治体は、この内数）

○引き続き、民間団体の人材養成への支援を行う。
【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターが中心となり、地域自殺対
策推進センターと連携を図りつつ、地域の民間団体の人
材育成に関する研修プログラムを企画・実施。

【2018年度予算額：自殺総合対策推進センター運営事業
費　150,369千円、地域自殺対策推進センター運営事業費
213,957千円】

○自殺総合対策推進センターは、地域自殺対策推進セ
ンターと連携を図りつつ、都道府県等が開催する地域の
民間団体の人材育成に関する研修プログラムに講師を
派遣した。（4回）

○引き続き、地域の民間団体の人材育成に関する研修
プログラムをの企画・実施。
【2019年度予算案：自殺総合対策推進センター運営事
業費　176,952千円、地域自殺対策推進センター運営事
業費　213,931千円】

厚生労働省

○自殺総合対策推進センターは地域自殺対策推進セン
ターと協力して、地域における連携体制を強化するために
保健、医療、福祉、教育、労働その他の関係者との有機
的な連携が図られる体制の整備を支援。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数、自殺総合対策推進センター運営事業費
150,369千円、地域自殺対策推進センター運営事業費
213,957千円】

○自殺総合対策推進センターは地域自殺対策推進セン
ターと協力して、地域における連携体制を強化するため
に保健、医療、福祉、教育、労働その他の関係者との有
機的な連携が図られる体制の整備を支援するため、都
道府県等からの求めに応じて自殺対策計画策定等に関
わる委員会や研修会に関与した。（34都道県市、計53
回)

○引き続き、地域における連携体制の整備・運用を支援
【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数、自殺総合対策推進センター運営
事業費　176,952千円、地域自殺対策推進センター運営
事業費　213,931千円】

消費者庁

○「地方消費者行政推進交付金」等を通じ、消費者安全
確保地域協議会（＝見守りネットワーク）構築推進による、
地域見守り体制を強化。【24.0億円の内数】

○「地方消費者行政推進交付金」等を活用して、地方公
共団体における（人口５万人以上の全市町の）消費者
安全確保地域協議会の設置促進をしてきた。2019年１
月末時点では、197（うち人口５万人以上は94）自治体で
設置済である。

○「地方消費者行政強化交付金」を通じ、引き続き、消
費者安全確保地域協議会（＝見守りネットワーク）構築
推進による、地域見守り体制の強化。【22.0億円の内
数】

（3）民間団体の相談事業に対する支
援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、民間団体の電話
相談事業への支援を実施。
○自殺予防の電話相談事業を行う各種民間団体の活動
に対して、助成を実施。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数】

○平成30年度において、相談事業を行う13 の民間団体
に助成を行った。
　・電話相談：3団体
　・対面相談：2団体
　・SNS相談：10団体（上半期6団体、下半期6団体（3月
のみ9団体））※重複団体あり。

○引き続き、民間団体の相談事業が実施できるよう支
援。

【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

10　民間団体との連携を強化する取組

（1）民間団体の人材育成に対する支
援

（2）地域における連携体制の確立
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

（4）民間団体の先駆的・試行的取組
や自殺多発地域における取組に対
する支援

厚生労働省

○地域自殺対策強化交付金を通じて、地域における民間
団体の先駆的・試行的取組に対する支援を実施。
○自殺防止対策の取組を行う民間団体に財政的支援を
行う「自殺防止対策事業」を実施。
【2018年度予算額：地域自殺対策強化交付金　2,599,724
千円の内数】

○平成30年度において、自殺防止の取組を行う16の民
間団体に助成を行った。

○引き続き、それぞれの取組が実施できるよう、地域自
殺対策強化交付金をH31年度概算要求
【2019年度予算案：地域自殺対策強化交付金
2,625,761千円の内数】

文部科学省

○いじめ防止対策推進法及びいじめ防止基本方針に基
づき、総合的ないじめ対策を進めるとともに、各種会議等
を通じ、各教育委員会等の生徒指導担当者等に対し、法
律や基本方針を周知。
○いじめなど問題行動等の未然防止、早期発見・早期対
応に向けた先進的な取組について調査研究【190百万円】
を実施。
○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの
配置に係る経費の補助をすることにより、学校における教
育相談体制を充実。【6,360百万円の内数】
○24時間体制の電話相談を実施した（平成28年4月より
通話料を無料化）。
○地方公共団体に対し、SNS等を活用した児童生徒向け
の相談体制の構築を支援した。【50百万円(2017年度補正
予算：200百万円)】

○各種会議等を通じ、各教育委員会等の生徒指導担当
者等に対し、法律や基本方針を周知し、教育委員会・学
校等における法や基本方針に基づく対応について理解
を促した。
○調査研究結果の施策への反映を通じて、いじめなど
問題行動等の未然防止、早期発見・早期対応に向けた
取組を推進した。
○ニッポン一億総活躍プラン等において、平成31年度ま
でにスクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約
1万人）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
7,500人配置するための予算を計上。
○ニッポン一億総活躍プラン等において、平成31年度ま
でにスクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500
校）に配置することを目標とし、平成30年度予算では
26,700校配置するための予算を計上。
○地方公共団体（30自治体）に対し，SNS等を活用した
児童生徒向けの相談体制の構築を支援した。

○引き続き、いじめ防止対策推進法及びいじめ防止基
本方針に基づき、総合的ないじめ対策を進めるととも
に、各種会議等を通じ、各教育委員会等の生徒指導担
当者等に対し、法律や基本方針を周知予定。
○引き続き、いじめなど問題行動等の未然防止、早期
発見・早期対応に向けた先進的な取組について調査研
究【167百万円】を実施予定。
○平成31年度目標の達成に向け、スクールカウンセ
ラー等活用事業【6,885百万円の内数】、スクールソー
シャルワーカー活用事業【6,885百万円の内数】を計上。
○ＳＮＳ等を活用した相談事業として、引き続き地方公
共団体の相談体制の構築に対する支援を行うとともに、
相談体制の在り方に関する調査研究を実施予定。【210
百万円】

法務省

○「子どもの人権SOSミニレター」を全国の小中学校の児
童生徒に配布（平成29年10月から11月、平成30年5月か
ら7月）。
○全国の法務局・地方法務局に設置している専用相談電
話「子どもの人権110番」（フリーダイヤル）及びインター
ネット相談窓口「子どもの人権ＳＯＳ－ｅメール」において，
いじめを始めとする子どもの人権問題に関する相談に対
応。
○全国一斉「子どもの人権110番」強化週間を実施（平成
29年6月26日～7月2日、平成30年8月29日～9月4日）。
これらの施策により、子どもたちがより相談しやすい体制
を確立し、いじめを始めとする子どもの人権問題の解決に
努めた。
【2018年度予算額：3,406,992千円の内数】

○平成29年度における「子どもの人権SOSミニレター」を
端緒とする人権相談の受理件数は16，005件である。
○平成29年に「子どもの人権110番」を利用した人権相
談件数は22，122件となっており、子どもたちがよりよい
相談しやすい体制の確立に、一定の成果を納めてい
る。

○「子どもの人権SOSミニレター」を全国の小中学校の
児童生徒に配布予定（平成31年5月～7月）。
○引き続き，全国の法務局・地方法務局に設置している
専用相談電話「子どもの人権110番」（フリーダイヤル）
及びインターネット相談窓口「子どもの人権ＳＯＳ－ｅ
メール」において，いじめを始めとする子どもの人権問
題に関する相談に応じる。
○全国一斉「子どもの人権110番」強化週間を実施予定
（平成31年8月～9月）。
これらの施策により、子どもたちがより相談しやすい体
制を確立し、いじめを始めとする子どもの人権問題の解
決に引き続き努める。
【2019年度予算案（額）：3,486,099千円の内数】

一部再掲 7－（17）

（1）いじめを苦にした子どもの自殺
の予防

11　子ども・若者の自殺対策を更に推進する
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

文部科学省

○地方公共団体等の６団体（うち、３団体は2017年度から
継続）へ事業を委託し、高校中退者等に対する学習支援・
学習相談の実施モデルを構築するとともに、その研究成
果の全国展開を図る事業を実施。

〇学習相談事業を利用した高校中退者等のうち、
　高卒認定試験又は高等学校を受験した者の割合：
2019年度に80％　（2017年度 23.8％）
〇学習支援事業を利用した高校中退者等のうち、
高卒認定試験に合格した者の割合：2019年度に30％
（2017年度 14.3％）
〇各受託団体において、それぞれの地域が抱える課題
や活用できる資源に応じ、ハローワークや地域若者サ
ポートステーション等と連携したモデルを構築していると
ころ。

○引き続き、地方公共団体等において高校中退者等に
対する学習支援・学習相談の実施モデルを構築するとと
もに、その研究成果の全国展開を図る事業を実施予
定。【23百万円】

厚生労働省

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等にお
いて、担当者制によるきめ細かな支援を実施。
【2018年度予算額】
　132.0億円の内数

○地域若者サポートステーションにおいて、学校等との連
携により、アウトリーチ型の相談等を活用し、高校中退者
等への切れ目ない支援を実施。
【2018年度予算額】
　39.5億円の内数

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等に
おいて、担当者制によるきめ細かな支援を着実に実施
した。

○地域若者サポートステーションにおいて、学校等との
連携により、アウトリーチ型の相談等を活用し、高校中
退者等への切れ目ない支援を着実に実施した。

○わかものハローワーク、新卒応援ハローワーク等に
おいて、担当者制によるきめ細かな支援を実施予定。
【2019年度予算額】
　128.9億円の内数

○地域若者サポートステーションにおいて、学校等との
連携により、アウトリーチ型の相談等を活用し、高校中
退者等への切れ目ない支援を実施予定。
【2019年度予算額】
　39.7億円の内数

一部再掲 2－（2）、5－（3）、7－（17）、11－（1）
（3）SOSの出し方に関する教育の推
進【再掲】

再掲
2－（2）、4－（4）

厚生労働省

○生活困窮世帯の子どもに対し、学習支援や居場所づく
り等を通じて、子どもの将来の自立に向けた支援を実施。
（47億円）

○生活困窮者自立支援法に基づく子どもの学習支援事
業について、2017年度においては、学習支援、居場所
の提供、高校生の中退防止等の取組を実施し、約3.2万
人が事業に参加した。

○改正生活困窮者自立支援法に基づき、生活困窮世帯
の子どもに対し、学習支援や居場所づくりに加えて、生
活習慣・育成環境の改善に関する助言等を行う「子ども
の学習・生活支援事業」として強化するなど、生活困窮
者に対する包括的な支援体制の強化に係る予算として
2019年度予算案に総額438億円を計上。

一部再掲 7－（12）
（5）若者への支援の充実【再掲】 再掲 6－（7）、7－（3）、7－（11）、7－（12）
（6）若者の特性に応じた支援の充実
【再掲】

再掲
3－（4）、7－（1）、7－（7）

（7）知人等への支援【再掲】 再掲 4－（11）、4－（12）

（2）学生・生徒等への支援の充実
【一部再掲】

（4）子どもへの支援の充実【一部再
掲】
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2017・2018年度の取組状況
（開催回数・箇所数・参加者数等の実績を含む）

【2018年度予算額も記載】

これまでの取組の成果の評価
（数値目標（達成時期）と現在値、その他定性的な

要素も含めた評価）

今後の課題と2019年度の実施予定
【2019年度予算案（額）も記載】

自殺総合対策大綱における施策の実施状況

自殺総合対策大綱の項目 担当省庁

実施状況

資料５

厚生労働省

○平成29年度、月80時間超の残業が行われていると考え
られる25,676事業場に対して監督指導を実施し、約45％
に当たる11,592事業場に対して、違法な長時間労働につ
いて、是正・改善に向けた指導を行った。
○時間外労働の上限規制等がもりこまれた「働き方改革
を推進するための関係法律の整備に関する法律」が2018
年６月に成立した。

○平成29年度、月80時間超の残業が行われていると考
えられる25,676事業場に対して監督指導を実施し、約
45％に当たる11,592事業場に対して、違法な長時間労
働について、是正・改善に向けた指導を行った。
○時間外労働の上限規制等がもりこまれた「働き方改
革を推進するための関係法律の整備に関する法律」が
2018年６月に成立した。

○引き続き、月80時間超の残業が行われていると考え
られるすべての事業場に対する監督指導を徹底する。
○引き続き、「過重労働撲滅特別対策班」（かとく）等に
よる厳正な対応を行う。
○「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関
する法律」が2019年４月より施行されることから、時間外
労働の上限規制や年次有給休暇の確実な取得などに
ついて、適正な履行確保に努める。

一部再掲 5－（1）
（2）職場におけるメンタルヘルス対
策の推進【再掲】

再掲
5－（1）

厚生労働省

○「職場のパワーハラスメント防止対策についての検討
会」の報告書をとりまとめた。それを踏まえて、労働政策
審議会雇用環境・均等分科会において、パワーハラスメン
ト防止対策の強化などを盛り込んだ法案要綱の諮問・答
申を行った。

○ポータルサイトを通じて、広く国民及び労使への周知・
広報や労使の具体的な取組の促進を図るとともに、職場
のハラスメント防止パンフレットの作成配布、企業のハラ
スメント防止対策の取組支援としてセミナー開催等を行っ
た。
【2018年度予算　509，719千円】

○パワーハラスメント防止対策の強化を図るため、事業
主に対して、パワーハラスメントを防止するための雇用
管理上の措置を義務付けることなどを盛り込んだ法案
を、第198回通常国会に提出した。

○法案が成立した場合には、改正法の周知啓発等円滑
な施行に向けた取組を行う。

○セクハラ、パワハラ等の職場のハラスメント撲滅に向
けて、「ハラスメント撲滅月間」を設定し、事業主向け説
明会の開催やシンポジウムの開催等による集中的な周
知啓発を実施する。また、引き続き、ポータルサイトやセ
ミナーを通じて、広く国民及び労使への周知・広報や労
使の具体的な取組の促進を図るとともに、メンタルヘル
ス対策に係る指導の際に、パワーハラスメント対策の指
導も行う。さらに、新たに、ハラスメント被害を受けた労
働者からの相談に迅速に対応するため、都道府県労働
局の相談体制を強化するほか、平日の夜間や休日も対
応するフリーダイヤルやメールによる相談窓口を設置す
る。
【2019年度予定額　1,012,076千円】

一部再掲 5－（1）

12　勤務問題による自殺対策を更に推進する取組

（1）長時間労働の是正【一部再掲】

（3）ハラスメント防止対策【一部再
掲】
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